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・ＤＶ被害　16年過去最多　ストーカー被害は過去2番目（4月6日）P.21
・熊本地震１年　届かぬ支援　避難生活続く障害者の声は（4月14日）P.21
・くらしナビ・ライフスタイル　新入生、性被害を防ごう（4月14日）P.23
・熊本地震１年　子どもケア、受講急増　「見る、聴く、つなぐ」心理的処置（4月18日）P.25
・交流サイト　子どもの被害１７３６人　４年連続最多更新（4月20日）P.25
・東北３県　震災後出産、うつ深刻　母親３割が精神不調（4月23日）P.26
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・小５の「生活困難層」世帯２１％…東京・大田区（4月7日）P.34
・第７８話　「国民の理解が得られていない」という言い訳（4月14日）P.35
・医療ケア保育、８県ゼロ…厚労省が看護師派遣へ（4月20日）P.37
・１８歳未満の交流サイト被害、最多の１７３６人（4月20日）P.37
・給付型奨学金の推薦、学習意欲も確認…指針通知（4月24日）P.37
＊日本経済新聞
・登下校時の警戒を全国警察に通達　警察庁、千葉小３殺害で（4月6日）P.38
・フェイスブックが「リベンジポルノ」対策　ＡＩ活用 （4月7日）P.38
・入学前にランドセル代　文科省、家計厳しい世帯に（4月7日） P.38
・ＪＫビジネス20人補導　秋葉原、池袋などで （4月9日）P.39
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・就学前の障害児ごとに支援計画　厚労省、施設の質向上へ指針案（4月12日） P.40
・熊本地震被災の障害者に支援続ける　相次ぎ拠点、地域で見守り（4月20日）P.41
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・交流サイト子供被害最多、官民で防げ（4月21日）P.42
・学校への看護師配置広がる　文科省、障害者差別解消法ふまえ（4月28日） P.43
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・新聞人生相談欄：父親からの性加害に「お父さんの気持ちも考えて」（Wedge・4月1日）P.44
・小島慶子「『JKビジネス』を買春のいい言い訳にするオトナたち」（4月15日・〈AERA〉4月17日号）P.45
・＜放射線教育＞理解、発信　モデル7校指定（河北新報・4月25日）P.46
・学力低い・性的興味強い…　「問題生徒リスト」の問題点（朝日新聞・4月25日）P.46
・大麻「使用経験がある」中学生が１４年ぶり増加（TBS系（JNN）4月27日）P.47
・母にしてもらった」ダウン症がある子と生きて（4月29日）P.48
・「同性カップルの里親」はこうやって誕生した。立役者が語った舞台裏（4月30日）P.50
＊時事通信
・子どもの心ケア、息長く＝被災ショック潜在化－教育現場で取り組み・熊本地震１年（4月13日）P.55
＊河北新報
・＜自主避難＞母親の苦悩、感謝　体験記に（4月25日）P.55
＊NHKニュース
・同性カップルを「養育里親」に認定 大阪市（4月6日）P.56
＊東洋経済オンライン
・5歳児を衰弱死させた父親の絶望的な｢孤立｣（4月12日）P.57
＊厚生労働省
・平成29年度「児童虐待防止推進月間」の標語を募集します　期間は本日から6月23日（金）まで（4月24日）
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000163029.html
＊内閣府男女共同参画局
・いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「JKビジネス」問題等に関する啓発サイトを開設しました（3月31日）
http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/avjk/index.html
・平成29年度「男女共同参画週間」キャッチフレーズの決定
“男で○、女で○、共同作業で◎。” ～ 平成29年度「男女共同参画週間」キャッチフレーズの決定 ～（4月7日）
http://www.gender.go.jp/public/week/catch29.html
＊朝日新聞
・ＬＧＢＴ「虹色の旗」考案者死去　「旗は言葉を超える」（4月1日）
　ＬＧＢＴ（性的少数者）を象徴する虹色の旗をデザインしたギルバート・ベーカーさんが、米ニューヨークの自宅で死去していたことがわかった。３月３１日、米ＡＢＣテレビなどが伝えた。６５歳だった。死因はわかっていない。
　ベーカーさんは１９７０年代から、米国で同性愛を公表して公職に就いた先駆者ハーベイ・ミルク氏らとＬＧＢＴの権利を守る活動をしてきた。サンフランシスコのカストロ地区で活動するうちに、ミルク氏から運動の象徴となる旗のデザインを頼まれ、７８年に虹色の旗を考案。６色の旗はその後、ＬＧＢＴの象徴として世界中で使われるようになった。
　生前、「ＬＧＢＴの権利を守ることは人間の多様性を守ること。旗は言葉を超えて人を結びつける象徴だった」と語っていた。
http://www.asahi.com/articles/ASK412JY0K41UHBI00Q.html
・教育勅語、教材化に道筋　第２次安倍政権で評価相次ぐ（4月1日）
　安倍内閣が「教育勅語（ちょくご）」について、「憲法や教育基本法に反しない形」で教材として使用を認める閣議決定をした。かつて国会で「基本的人権を損ない、国際信義にも疑点を残す」として排除までされ、影を潜めてきたが、第２次安倍政権になって、閣僚などから肯定的な評価が相次ぐ。
　教育勅語は１８９０年１０月、明治天皇が君主に奉仕する臣民の教えとして示したもので、戦前・戦中の教育の根本理念とされた。
　「朕（ちん）（天皇が自身を呼ぶ言葉）惟（おも）フニ」から始まり、父母への孝行など臣民が守るべき徳目が示されている＝文部省図書局の「全文通釈」参照。最後に「皇祖皇宗の遺訓」として、君民一体で守ることが期待されている。天皇を中心とした国家観に貫かれ、徳目の最後の「一旦緩急アレハ義勇公ニ奉シ以テ天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼スヘシ」が、天皇のために身を捧げる軍国主義につながったという指摘もある。
　学校に配られた謄本（写し）は、紀元節など儀式のときに校長が奉読し、天皇・皇后の写真とともに神格化されていった。今の道徳にあたる修身教育の柱としても採り入れられた。
　しかし戦後になり、日本国憲法が公布された１９４６年、学校などに対し、「我が国教育の唯一の淵源となす従来の考へ方を去って」という取り扱いが書かれた文部次官通牒（つうちょう）が出され、奉読も禁止された。
　ただ国会では、こうした行政上の措置だけでは、不十分とみなされたようだ。
　４８年６月には、衆参両院で、教育勅語の排除・失効の確認が決議された。衆院の排除決議は「今日もなお国民道徳の指導原理としての性格を持続しているかのごとく誤解されるのは、従来の行政上の措置が不十分であったがためである」と指摘。教育勅語が「神話的国体観」に基づいている事実は、明らかに基本的人権を損ない、国際的にも疑念を残すとして謄本を回収し、排除を完了するとした。
　衆院では、各派の共同提案として松本淳造議員が決議の趣旨を説明。「教育の唯一の淵源」の考え方を取り去るとした４６年の次官通牒は「消極的で徹底を欠いている」と指摘した。
　長く教育の基本方針になった教育勅語が、終戦後も一定程度人々の考え方の基本になっていた様子がうかがえる。
■第２次安倍内閣で顕著に
　教育勅語の廃止後、教育の理念は、４７年に定められた教育基本法に移った。同法は、第１次安倍政権の２００６年１２月に改正されたが、その時点では、教育勅語に対する政府の態度に大きな変更はなかった。
　第１次安倍政権で文部科学相を務めた伊吹文明氏は国会で「一番の問題は、天皇陛下のお言葉という形で出された勅語が、戦前までの教育のある意味では基本法的役割を果たしてきたことだ」と答弁。「天皇陛下のお言葉を基本に戦後の教育を作ることは、戦後の日本の政治体制にそぐわないということになった」と述べている。
　だが、第２次安倍政権での政府側の答弁は踏み込んだものになった。
　１４年４月の参院文教科学委員会。教育勅語についての「排除決議とは関係なく、副読本や学校現場では活用できるという見解でいいか」という質問に、当時の文科省初等中等教育局長だった前川喜平前次官が答弁。「我が国の教育の唯一の根本理念であるとするような指導は不適切」とする一方、「教育勅語の中には今日でも通用するような内容も含まれており、これらの点に着目して学校で活用するということは考えられる」と述べた。当時の文科相だった下村博文氏も「教材として使うことは差し支えない」と答弁した。
　稲田朋美防衛相は３月９日の参院外交防衛委員会で「教育勅語の中にある親孝行とか、夫婦仲よくするとか、友達を大切にするとか、日本は世界中から尊敬される道義国家をめざすべきだという考え方が核だと認識している」と述べた。
　教育勅語を持ち出すまでもなく、家族愛などは、すでに２０１８年度から教科化される道徳の学習指導要領に入っている。小中学校ともに「家族愛、家庭生活の充実」の項目に、「父母、祖父母を敬愛し」などと盛り込まれている。
　一方、文科省生涯学習政策局政策課は、憲法や教育基本法などで「教育勅語の法的効力はなくなっている」と強調。今回の答弁書の内容については「質問があったから答弁しただけで、意図的に踏み込もうとしたのではない」とし、例えば、歴史的事実として勅語について教えるケースなどが想定されるという。
　ただ、学校法人「森友学園」が運営する幼稚園で園児が教育勅語を暗唱していた例もある。閣議決定という「お墨付き」を得たことで、戦前・戦中に近い文脈で勅語が使われる懸念もある。（杉原里美）
■にじむ安倍内閣の国家観
　今回の答弁書をめぐっては、過去に教育勅語を排除・失効とした国会の決議を、閣議決定による答弁書によって乗り越えられるのかという問題もある。
　「現代日本の議会政と憲法」（岩波書店）などの著書がある高見勝利・北海道大学名誉教授（憲法）は、「内閣は行政権の行使で国会に連帯責任を負う、と憲法６６条にある。両院がそろって戦後教育の指針として教育基本法を強調し、教育勅語の謄本回収を政府に求めた決議には、内閣に対する政治的・道義的拘束力がある」とする。
　さらに衆院での排除決議が、教育勅語など「詔勅」が違憲ならば無効とする今の憲法９８条を根拠に示したことを指摘。今回の答弁書について「両院の決議を骨抜きにしている。教育勅語を否定しきれない安倍内閣の国家観が、この『二枚舌』ににじみ出ているように思う」と批判する。（藤田直央）
■文部省図書局による教育勅語の「全文通釈」
　朕（ちん）がおもふに、わが御祖先の方々が国をお肇（はじ）めになったことは極めて広遠であり、徳をお立てになったことは極めて深く厚くあらせられ、又（また）、わが臣民はよく忠にはげみよく孝をつくし、国中のすべての者が皆心を一つにして代々美風をつくりあげて来た。これはわが国柄の精髄であって、教育の基づくところもまた実にこゝにある。汝（なんじ）臣民は、父母に孝行をつくし、兄弟姉妹仲よくし、夫婦互（たがい）に睦（むつ）び合ひ、朋友（ほうゆう）互に信義を以（もっ）て交（まじわ）り、へりくだって気随気儘（きずいきまま）の振舞（ふるまい）をせず、人々に対して慈愛を及（およぼ）すやうにし、学問を修め業務を習って知識才能を養ひ、善良有為の人物となり、進んで公共の利益を広め世のためになる仕事をおこし、常に皇室典範並びに憲法を始め諸々の法令を尊重遵守（じゅんしゅ）し、万一危急の大事が起（おこ）ったならば、大儀に基づいて勇気をふるひ一身を捧げて皇室国家の為（ため）につくせ。かくして神勅のまにまに天地と共に窮（きわま）りなき宝祚（あまつひつぎ）の御栄をたすけ奉れ。かやうにすることは、たゞに朕に対して忠良な臣民であるばかりでなく、それがとりもなほさず、汝らの祖先ののこした美風をはっきりあらはすことになる。
　ここに示した道は、実に我が御祖先のおのこしになった御訓であって、皇祖皇宗の子孫たる者及び臣民たる者が共にしたがひ守るべきところである。この道は古今を貫（つら）ぬいて永久に間違がなく、又我が国はもとより外国でとり用ひても正しい道である。朕は汝臣民と一緒にこの道を大切に守って、皆この道を体得実践することを切に望む。（出典＝文部省「聖訓ノ述義ニ関スル協議会報告」１９４０年２月。田中壮一郎監修、教育基本法研究会編著「逐条解説　改正教育基本法」から）
http://digital.asahi.com/articles/ASK306H27K30UTIL05L.html?rm=1676
・被災地の小中学生、岩手・福島で３割減　復興へ影響懸念（4月3日）
　東日本大震災の被災３県の沿岸部など計４２自治体で、今年４月の小中学生の数が震災前と比べ、岩手、福島両県で３０％近く、宮城県で１０％弱減少する見込みであることが分かった。津波や原発事故による勤労世代の流出が従来の過疎化に拍車をかけた格好で、将来の担い手不足など復興にも影響を及ぼしそうだ。
　朝日新聞社は岩手、宮城、福島３県の計４２自治体に毎年４月の市町村立小中学校の児童・生徒数を尋ねた。
　岩手県の１２市町村では２０１０年に２万２４２６人だった児童・生徒数が今年４月は１万６３０２人となり、２７・３％減る見通しだ。１６５５人から１０１７人になった山田町（１０年比３８・５％減）や大槌町（同３７・９％減）など県中南部の小規模自治体の落ち込みが大きい。
　全体で約８％減の宮城県も、児童・生徒数の半分以上を占める仙台市を除くと、１０年の５万６９４８人から４万８４８７人になり、約１５％の減。仙台市に隣接し、ベッドタウン化が進む名取市などは増える一方、津波で壊滅的な被害を受けた女川町は１０年の７３０人から半数を割り込んだ。
　東京電力福島第一原発事故で避難指示が出るなどした福島県の１５市町村は、１０年比約２９％減の３万７１２２人になる見通しだ。全町民が避難し、先月末に一部で避難指示が解除された浪江町。震災前は町立３中学校と６小学校に計約１８００人が在籍していたが、町外に移った町立３小中学校の在籍者数は今年４月、１３人になる。小学校の新１年生はおらず、中学校への進学も１人だ。
　文部科学省の学校基本調査によると、全国の小中学校に通う児童・生徒数の減少率は毎年１％前後で、被災自治体の減り方が際立っている。
http://digital.asahi.com/articles/ASK3G6V6VK3GUNHB010.html?rm=326
・「食料買えない経験」２割　北海道で子ども貧困調査（4月13日）
　北海道は子どもの貧困に関する実態調査の結果を公表した。過去１年間に経済的理由で家族が必要とする食料を買えないことがあったと答えた世帯が２０・５％に上るなど、子育て世帯の厳しい実態が明らかになった。
　調査は子どもの貧困対策のため北大と共同で実施。小学２年と５年、中学２年、高校２年の子どもがいる、札幌市などを除いた１３市町の世帯に経済状況や生活環境を尋ね、約１万５千世帯から回答があった。
　家計が「黒字」と答えた世帯が２８・４％だった一方、「どちらでもなくぎりぎり」が４３・３％、「赤字」が２４・１％だった。
　過去１年間の経済的理由で「冬に暖房が使えなかったことがある」世帯が８・７％あった。また、「子どもに病院などを受診させた方が良いと思ったが、受診させなかった経験がある」世帯が１７・８％で、受診させなかった理由は２６・４％が「お金がなかった」と回答した。
　高校２年の子どもを対象にした質問では、１８・４％がアルバイトをしていると回答。その理由について「生活費（家賃・食費・水光熱費）のため」が２４・２％、「授業料のため」が１３・５％、「家族を支えるため」が３５・５％だった。進学については、２２・８％が「高校まで」と回答。その理由については４５％が「進学に必要なお金のことが心配だから」と答えた。
　高橋はるみ知事は７日の会見で、一人親家庭の保護者への就労支援や、子ども食堂への支援などに取り組む考えを示した。
http://www.asahi.com/articles/ASK4D3T41K4DIIPE00N.html?iref=comtop_list_edu_n05
・生活困窮、母子家庭が５割超　学習理解も低い傾向　大阪（4月14日）
　大阪市は１３日、市内の子どもの貧困の実態を調べた「子どもの生活に関する実態調査」の報告書を公表した。調査では母子家庭の経済状況が厳しく、世帯収入が教育格差に結びついている実態が浮かび上がり、吉村洋文市長は、大学生が貧困世帯の子どもの学習を支援する仕組みなどを検討する考えを示した。
　調査は小学５年生、中学２年生、５歳児がいる計５万５７７６世帯が対象で、学校などを通じて調査票を回収した。所得に応じて四つの層に分類し、最も困窮度が高いとした層は、５歳児の世帯で１１・８％、小５・中２を合わせた世帯で１５・２％だった。
　調査によると、困窮度が高くなるほど、両親がともにいる世帯の割合が減少。小５・中２の最も困窮度の高い層では、母子家庭の割合が５３・３％を占めた。
　小５・中２のこどもに学習理解度を聞いたところ、一定以上の所得があり、最も困窮度が低い層で「ほとんどわからない」は１・９％だったが、最も困窮度が高い層は５・３％だった。
　吉村市長は１３日の会見で「母子家庭は非正規（雇用）が非常に多い」と指摘し、経済界に正規雇用への転換など協力を求めていく考えを示した。「貧困を断ち切るために教育が必要」とも述べ、子ども食堂で学習を支援した大学生の単位認定を認める仕組みを検討していると明かした。大学側に参加を呼びかけているといい、「学生の学びの場にもなる。（子どもたちに）可能性を与える仕組みをつくりたい」と話した。
http://www.asahi.com/articles/ASK4F5VX3K4FPTIL01B.html?iref=comtop_list_lif_n01
・交流サイトで犯罪被害の子ども、最多　最年少は９歳（4月20日）
　見知らぬ人と知り合える交流サイトを使って事件に巻き込まれた１８歳未満の子どもは昨年１年間で１７３６人だった。記録が残る２００８年以降で最多。警察庁が２０日発表した。
　罪種別でみると、青少年保護育成条例違反（淫行など）が６６２人と最も多く、裸の写真の撮影など児童ポルノが５６３人、児童買春が４２５人、強姦（ごうかん）や強制わいせつの被害者も４３人いた。
　被害者の９５％は少女。年齢別では多い順に、１６歳４５０人▽１７歳４２０人▽１５歳３２３人▽１４歳３０４人となり、１４歳以上の被害が８６％を占めた。１３歳以下は２３９人で、最年少は９歳だった。
　容疑者と出会った理由が確認できた１３３１人の被害者のうち、４４％の５８５人が「金品」や「性的関係」を挙げたという。
　ネットを通じた子どもの犯罪被害をめぐっては、「出会い系サイト」は０８年の出会い系サイト規制法改正で規制が強化され、１８歳未満の利用などが禁止された。以降、出会い系サイトを通じて被害に遭う子どもの数は減っていて、昨年１年間は４２人と過去最少になった。一方、交流サイトは同法の規制の対象外となっており、被害に遭う子どもの数が増え続けている。
■交流サイト被害、ツイッターは倍増
　被害に遭った子どもが最も利用していた交流サイトは短文投稿サイトの「ツイッター」で４４６人だった。前年の約２倍、前々年の４倍以上に増えている。警察庁は米ツイッターの日本法人に対策を取るよう求めている。
　各事業者は子どもが事件に巻き込まれないよう対策を講じているが、成果はまちまちだ。昨年１年間の主な内訳は、チャット型交流サイト「ぎゃるる」が１３６人（前年比６７人減）、無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」が１２４人（同９人増）、「フェイスブック」が５４人（同３人減）となっている。
　ツイッター日本法人によると、同社は子どもの性的搾取を助長する投稿はルールで禁じているほか、そのような投稿を見つけた場合は予告なしに削除し、アカウントを永久凍結するとしている。昨秋以降は問題のある投稿を探すシステムを設け、対処するよう改善したという。
　ただ、ツイッターで援助交際を指す隠語を検索すれば、「ＪＫ２です。お金なくて困ってます」「今日会える人ＤＭください」といった投稿の一覧を見つけることができるのが現状だ。また利用者は複数のアカウントを取得でき、被害に遭った子どもは本来とは別のアカウントを使っていた。保護者や友達も知らないもので、「子どもが見知らぬ大人と出会う手段になっている」（警察庁）という。
　ツイッター日本法人は「米国本社も事態を深刻に受け止め、改善に向けて努力してまいります」としている。
・日本の１５歳、ネット１日何分使う？　他国に比べ控えめ（4月20日）
　日本の１５歳の子どもが１日の間、学校外でインターネットを使う時間は９０分で、他国に比べてかなり控えめ――。こんな傾向が経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の調査で分かった。加盟国の平均は１日１４６分で、最長のチリは１９５分、最短の韓国は５５分だった。
　ＯＥＣＤは、１５歳を対象とした学習到達度調査（ＰＩＳＡ）を３年ごとに実施しており、生活習慣なども調べている。ネットの利用状況もその一環として、２０１５年に調査した。
　各国の中で、学校の勉強のためにネットを使ったり、コンピューターを使って宿題をしたりする頻度も、日本が最も低かった。結果を分析した国立教育政策研究所の担当者は「日本の学校では紙の課題や提出物が多く、先生もネット利用を生徒に求めていないのでは」と話す。ただ、ＰＩＳＡの結果では日本は上位グループに入っており、ネット利用の少なさが学力にとって課題だとは言えないという。
　一方、日本の１５歳児は「毎日」か「ほぼ毎日」、１人用ゲームで遊ぶ（計４３・６％）、ＬＩＮＥなどでチャットをする（計８３・１％）と答えており、各国の中でトップレベルだった。電車の移動中などの「隙間時間」にゲームや友達とのやりとりをしている姿が浮かぶ。
http://www.asahi.com/articles/ASK4M4Q77K4MUTIL01Q.html?iref=comtop_list_edu_n02
・減らない子どもの自殺　昨年、小中高生３２０人（4月21日）
■小さないのち　大切な君
　子どもたちが自ら命を絶つ悲劇が繰り返されている。日本全体の自殺者数は減っている中で、小中高校生では減っていない。子どもの自殺を防ぐために、社会や一人ひとりは何ができるのだろうか。
　警察庁の統計によると、２０１６年、３２０人の小中高校生が自殺で亡くなった。小学生１２人、中学生９３人、高校生２１５人。３分の２は男子だった。
　自殺者全体の数は、０３年の３万４４２７人をピークに減少傾向で、１６年は２万１８９７人。０６年施行の自殺対策基本法に基づく、各自治体の相談窓口の整備などが背景にあるとされる。一方、小中高校生の自殺者はこの１０年、年間３００人前後で推移し、３５０人を超えた年もあった。厚生労働省によると１５～１９歳では自殺が死因の１位、１０～１４歳では２位だ。
　１６年の小中高生の自殺の原因（複数の場合あり）を警察庁の統計でみると、「学業不振」など学校問題が３６・３％で最も多く、「親子関係の不和」など家庭問題が２３・４％、「うつ病」など健康問題が１９・７％と多岐にわたる。学校問題のうち、いじめが原因とされたのは６件（全体の１・９％）だった。
　自殺予防に詳しい高橋祥友・筑波大教授（精神科医）は「子どもの自殺は、いじめや友人関係といった学校に関わる要因のほか、家庭や、精神疾患など複数の要因からリスクの高い状態となり、そのうえで何らかのことが引き金になって起きる。いじめは深刻な問題だが、いじめ予防だけでは不十分だ」と話す。
　日本では子どもの自殺の実態把握や再発防止の取り組みが十分とはいえない。どんな要因が重なるとリスクが高まるのか、などは国内の統計ではわからない。
　いじめが疑われるケースでは、いじめ防止対策推進法に基づき、真相解明と再発防止のための調査が学校や教育委員会に義務づけられている。だが、調査結果は十分共有されず、いじめを苦にした自殺は後を絶たない。いじめ以外のケースも文部科学省が学校や教育委員会に調査を求めているが、義務ではない。
　北日本の公立中学校の教師（６０）によると、数年前に女子生徒が自殺未遂した際、教委が原因を問い合わせてきたが、いじめでないとわかると対応は学校と保護者任せになった。教師は「原因が何であろうと子どもの命が大切なことに違いはない。すべてを予防するべきだ」と感じたという。
　海外では、国の主導で子どもの自殺の背景を分析し、予防につなげる動きがある。英国では１６年、国の委託を受けた研究チームが、心の問題があって自殺した１０代のケースを分析。「５４％に自傷行為の経験あり」「２７％は亡くなる前１週間以内に自殺について周囲に話していた」などの分析を踏まえた予防策を５月に発表する。米国では事故や虐待、自殺などによる子どもの死亡事例の検証を予防につなげる制度が根付く。
　子どもの自殺について分析する東京都監察医務院の福永龍繁院長は「１０代の自殺は動機がわからないことが多い。実態がわからないことを出発点として、そこから対策を考えていくべきだ」と話す。
http://www.asahi.com/articles/ASK4P04M6K4NUUPI007.html?iref=comtop_list_nat_n04
・多様な性、教科書掲載広がる　「ＬＧＢＴ」世界史などに（4月21日）
　２０１７年度から使われている高校家庭科の教科書で初登場した「ＬＧＢＴ」。今回の教科書検定に合格し、１８年度から使われる教科書にはさらに、高校の政治・経済、世界史、倫理、英語の計５点でＬＧＢＴなど性的少数者に関する記述が掲載された。多様な性について考えようという動きが教科書にも広がっている。また、社会的な性差（ジェンダー）についての記述も、複数の教科で見られた。（沢木香織、毛利光輝、杉山麻里子）
　清水書院は「政治・経済」の「法の下の平等」のページで、差別や偏見を解消すべき課題の一つとして、障害者やハンセン病の元患者とともに「性的少数者（ＬＧＢＴ）」を挙げ、用語説明を初めて載せた。１５年に米国の連邦最高裁が「同性婚を禁止する州法は違憲」とするなど、同性婚を合法化した国が約２０カ国に広がったことを紹介。同性カップルに男女の婚姻と同等の関係を認める東京都渋谷区の「パートナーシップ」証明についても記した。
　同社の担当者はＬＧＢＴについて「教材に載ることで先生方も話しやすくなる。概念や言葉があることを子どもたちが知ることができると考えた」と話す。
　清水書院は「倫理」でも、「家族のかたちの変化」の項目で、夫婦とその子どもからなる「核家族」のほか、「多様な家族」として「独身のまま過ごす人や、子どもをもたない夫婦、結婚せずに子どもとくらす親子、また、同性どうしでくらす人など」と記載した。
　帝国書院の「世界史Ｂ」でもＬＧＢＴが初めて登場。「歴史を学ぶ意義」という項目の中で、人類が「性的指向を人権の一つとみなす新しい視点を獲得」したと説明した。関連コラム「ジェンダー（社会的性差）を越えて」の中で、黒人奴隷解放運動や女性参政権運動などを経て基本的人権という理念を獲得してきたとも記述。「２１世紀の今日は、『女性は女性らしく、男性は男性らしく』という考え方の見直しとともに、差別の対象であった同性愛や異性装指向など、ＬＧＢＴが、国連などにおいて尊重すべき人権と考えられるようになった。近年、日本政府も差別の解消に取り組み始めた」としている。
　同社の担当者は「女性の権利やユダヤ人の迫害、アパルトヘイトなど、歴史の中で人権についてしっかり考える教科書作りを大切にしてきたが、今回、世界の潮流をおさえ、ＬＧＢＴの人々の人権についても歴史に位置づけるべきだと考えた」と話す。
　英語でもＬＧＢＴが掲載された。増進堂は「コミュニケーション英語Ⅱ」で、デンマーク発祥の「リビング・ライブラリー（生きている図書館）」という運動について取り上げた。社会的少数者に属する人を「本」として貸し出す仕組みで、難民、元薬物中毒者らと並んで、「ＬＧＢＴの人々」と記載された。
　教育現場での認知が深まりつつある一方、今年３月に告示された小中学校の次期学習指導要領では、体育の「思春期になると、異性への関心が芽生える」という記述は残った。思春期に学校でいじめにあう性的少数者が少なくないことなどから、当事者らが小中学校で正しい知識を教える必要性を訴えていた。
　スポーツ庁によると、２月に示された指導要領の改訂案へのパブリックコメントでは、多様な性に配慮した記述を求める声と慎重な声が拮抗（きっこう）した。担当者は「ＬＧＢＴについて小中学校で教えることは、国民の理解を得るのが難しい。当事者の児童生徒には、個別に対応することで配慮していく」と話す。
■「夫婦別姓」「女性活躍」記述も
　ジェンダーについても「夫婦別姓」や「女性活躍」の観点から、現代社会や政治・経済、倫理、国語、英語、物理などで取り上げられた。
　山川出版は「現代社会」で、夫婦別姓を認めない民法７５０条が憲法違反かどうかが争点となった訴訟で、最高裁が１５年に合憲と判断したことを報じた新聞記事を紹介。最高裁が選択的夫婦別姓制度にも一定の合理性を認め、国会での積極的な議論を促したことに触れた。
　教育出版は「国語表現」で、夫婦別姓の是非を題材に小論文の書き方を学ぶ項目を盛り込んだ。夫婦別姓に対して自分の意見と、想定される反論を考えながら、紙の上で１人で討論する「セルフ・ディベート」の練習方法を解説。例として「女性の就業が増え、結婚による改姓が不便・不利益だという女性も増えてきている」という立論に対し、「同姓のほうが夫婦の一体感が増し、家族の絆が強まる」との反論なども挙げた。
　清水書院は「政治・経済」で、日本の女性議員の比率が世界の中でも低く、超党派の国会議員連盟が他国のようなクオータ制の導入を検討していることをコラムで紹介した。
　東京書籍は「物理」で、「女性も男性とともに、世界に羽ばたくチャンスを広げよう」と題した見開きの文章を掲載。日本初の女性物理学者、湯浅年子氏を写真入りで紹介し、「人類の半分を占める女性がさらに物理学を学び、今以上に論理的な思考力と科学的な目を養えば、より豊かな花開く未来を構築できるだろう」と締めくくった。
　同社は英語でも、日本人の著名人を取り上げる際、「男性ばかりにならないように意識している」（編集担当者）という。
　光村図書出版の「美術Ⅱ」は、教科書全体を通して登場する作家の性別に偏りがないように配慮した。４人の作家へのインタビューも男女２人ずつ均等に載せた。同社の編集者は「美術の世界も含め、日本は男性中心に動いてきたが、もともと美術は性別に関係なく平等に触れられるもの。教科書をつくるうえで大事にしている点だ」と話す。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4F7FTPK4FUTIL04Q.html?rm=874
・「既読スルー」「裏グループ」　追い詰められた女子生徒（4月24日）
■小さないのち　大切な君
　１５年ほど前からネット上でのいじめの相談に乗る全国ｗｅｂカウンセリング協議会（東京都港区）の安川雅史理事長（５１）に２０１５年、ある母親から電話が入った。中学１年の娘が自殺を図り、救急車で運ばれたが意識がないという。
　後日、安川さんが母親から話を聞くと、関東の中高一貫の私立校に入って間もない娘から「スマホがないといじめられる」と頼まれて買い与え、クラスの女子２０人全員がＬＩＮＥ（ライン）のグループでやり取りするようになったという。
　その後、女子生徒がメッセージを送っても無視される「既読スルー」が始まった。昼ご飯は１人。休み時間はトイレにこもるように。ある日、上履きのまま泣いて帰宅し、自殺を図った。経緯を語りながら、母親はおえつを漏らした。
　このクラスの別の女子生徒の母親から偶然、安川さんに相談が寄せられた。生徒は「いじめを傍観してしまった」と悔やみ、不登校気味になっていた。母親と生徒に事務所に来てもらって話を聞いた。
　自殺を図った女子生徒以外の１９人でＬＩＮＥの「裏グループ」をつくり、女子生徒を隠し撮りした写真や「キモい」などのメッセージを送り合っていた。生徒の１人が「裏グループ」の画面を面白半分で本人に見せたその日に、自殺を図ったとみられている。
　母親の隣でじっとうつむく生徒に、安川さんは語りかけた。「もう繰り返さないと思い続けて。もし今後、同じようなことが起きたとき、あなたにしかできないことがあるんだよ」。生徒は少しだけほっとしたように見えたという。
　安川さんのもとには毎年約１万５千件の相談が来る。「『○○を殺す会』と名付けたサイトを作られ、悪口を書き込まれた」「名前を検索すると、顔にバカと書かれた自分の画像がずらっと出てくる」など、心を深く傷つけるものが少なくない。
　子どもたちは、匿名で書かれた悪意のツイートを繰り返し見たり、誰が書いたのかと疑心暗鬼になったりして追い詰められるという。たとえ引っ越しても自分を傷つける言葉や画像がネット上から消えるわけではなく、逃げ場がないのがネットいじめの特徴だ。
　気が休まる時間がなく、子どもの表情がこわばるなどの異変も出るため、安川さんは家庭でＳＯＳに気づいてほしいと訴える。「親自身がスマホばかり見ていて子どもの異変に気づかないことも多い。子どもと向き合い、会話するという当たり前のことが子どもの命を守るのです」
■スマホ「ガイドライン」つくった生徒会も
　内閣府の２０１６年度の調査によるとスマホを持つ割合は小学生で２７％、中学生で５２％、高校生で９５％。スマホを１日３時間以上使う人は中学生で３０％、高校生で４７％に達する。
　新聞報道をもとに子どものいじめ自殺を分析する伊東毅（たけし）・武蔵野美術大教授（教育学）によると、悪口や仲間外れの段階での自殺の割合（０６～１５年度）は全体の３３％もいた。その前の１０年間より２０ポイント上がった。「暴力や恐喝に至る前での自殺が増えたのは、子どもたちのメンタルが弱くなったのではなく、スマホや携帯に四六時中追い詰められているため」とみる。
　スマホの使いすぎやトラブルを防ごうと、学校や地域単位での取り組みが始まっている。兵庫県立姫路飾西（しきさい）高校の生徒会は、近隣の高校生へのアンケートから「勉強に集中できない」といった悩みを把握し、１４年、「使用時間を決める」などのガイドラインをつくった。愛知県刈谷市では同年、小中学生は夜９時以降は使わないといったルールづくりを市内各校に呼びかけた。
　大谷良光・子どものネットリスク教育研究会代表は、とくにＬＩＮＥでのトラブルに注意が必要だという。「既読」機能がいじめやけんかのきっかけになり、個人を中傷する画像などが「タイムライン」という掲示板機能で拡散する恐れもあるためだ。大谷さんは、ＬＩＮＥの実際のやりとりを教材に、仲間外れにされる気持ちや誤解が生じる場面について、子どもが話し合う授業の導入を求めている。
　また、ＬＩＮＥの返信について大谷さんらが高校生に調査したところ、３０分以内に返信する「即レス」タイプと、時間があるときや気が向いたときに返信するタイプがほぼ半々だった。「数字を挙げて『即レスしている人ばかりではない』と伝えるだけで子どもたちはホッとする」という。
　ＬＩＮＥ社は１６年、学校向けの講演や授業を１５００回以上開いた。悪気がないメッセージでも読む側が嫌だと感じる場合があることや、友人と一緒の写真を勝手に公開するとトラブルになりやすいことなどを教える。東京都教育委員会は、子どもに正しいネットでのやりとりを学んでもらう冊子「ＳＮＳ東京ノート」を同社の協力を得てつくり、都内すべての公立校向けに配布している。
　通信業者や警察による出前授業なども各地で行われている。だが、ネット上のやりとりでのトラブルを防ぐノウハウを持つ人材が足りないなど課題も多い。埼玉県は、一般から公募した人に研修でネットのコミュニケーションに関するノウハウを身につけてもらい、県内の小中学校などにアドバイザーとして派遣する事業に１０年度から取り組む。今年度は約６０人が活動しているという。ただ、こうした取り組みは一部の自治体に限られる。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4F65CKK4FUUPI008.html?rm=550
・教え子の死、上手に叱る温かさがあれば……　悔やむ担任（4月26日）
■小さないのち　大切な君
　３月下旬の早朝だった。「生徒が亡くなった。すぐ学校に来てほしい」。兵庫県立高校に勤めていた男性教師は十数年前、校長からの電話に手が震えた。生徒指導で関わっていた１年生の男子生徒だという。学校に向かう間、自問を繰り返した。まさか自殺なんて。何でや、何でや……。
　前日、喫煙したとして校長室で指導したばかりの生徒だった。母親がいる前で校長と教頭が順に叱った。生徒指導部長だった男性教師も「反省せい」と注意した。処分は「無期限の家庭謹慎」。生徒は立ったままうつむき、涙を流していた。その夜、自宅を出て命を絶った。遺書はなかった。
　男子生徒は前年末、テストで友人のカンニングに協力したとして無期限の謹慎処分を受けていた。実際は７日間。「質実剛健」の校風がある同校では、問題を繰り返すと罰を徐々に重くしていた。「今度はもっと長くなる、と思ったのでは」。男性教師は、生徒の心中を察する。
　校長らと男子生徒宅を弔問した。「こんな目に遭う子を二度とつくらんといてください」と祖母に泣きながら訴えられた。母親からは後にこう言われた。「子どもの自尊心はずたずたになった。救いの手を差し伸べる先生が１人でもいてくれていたら」
　男性教師は翌年度、生徒指導のあり方を改めることを職員会議に提案した。
　「無期」の謹慎が生徒の不安を強くしていると考え、「当分の間」とした。罰を徐々に重くするのもやめた。生徒への聞き取りは１時間以内、行き過ぎないよう複数の教員で指導する、といった配慮も重ねた。「子どもは失敗しながら成長する。やり直す機会を与えることが大切」
　異動先の高校でも生徒指導部長を任され、ルールを変えた。「そんな甘いことでどうする」との声も出たが、「教師と生徒が信頼関係を築き、問題を予防することが生徒指導」と、曲げなかった。
　自殺した男子生徒の担任だった男性教師も、当時の指導を「上手に叱る温かさがなかった」と悔やむ。その後、県立高校の管理職になり、最近、自ら飲酒や喫煙をする動画をＳＮＳに載せた男子生徒を指導した。なぜしたのかをじっくり聞いた後、こう言葉をかけた。「あなたは自分で思っているよりも頭良いよ。自分の良さを考えて進めば、良い方向に変わっていく」
　その指導が正しかったのかはまだ分からない。成長をじっくり待つつもりだ。
■子の言い分、耳傾けて
　親や教師が叱ることが、子どもの心を追い詰めてしまうことがある。成長過程で、ときに問題行動も起こす思春期の子どもたちと、どう向き合えばいいのか。
　教育評論家の武田さち子さんが、教師の指導で追い詰められた子どもが自殺した「指導死」の事例を新聞などで調べると、１９８９年以降、６１件あった。警察庁の統計によると、２０１６年に小中高生３２０人が自殺した原因（複数の場合あり）で、「教師との人間関係」は２人、「家族からのしつけ・叱責（しっせき）」は２０人だった。
　住友剛・京都精華大教授（教育学）は「子どもへの理解や手法を間違うと追い詰めてしまう」と話す。反省しているのに殊更にだめなところを探し、どこまで反省すれば許してもらえるのかわからないと、子どもは選択肢を失ってしまうという。
　「『指導死』親の会」代表世話人の大貫隆志さん（６０）は１７年前、当時中学２年生の次男陵平さんを自殺で失った。学校でお菓子を食べ、ほかの生徒とともに教師の指導を受けた翌日のことだった。
　大貫さんは「『だから君はだめなんだ』と責めるのではなく、子どもの言い分に耳を傾け、『本当の君ならしないよな』などと諭すことが重要だ」と話す。「そうした接し方は親が叱る場合にもあてはまるのではないか」
　一方、大阪市立総合医療センターの飯田信也・児童青年精神科部長は「問題行動は、保護者や教師への『ＳＯＳ』という側面がある」と指摘。行動した時の気持ちを聞くことが大事で、話を聞くうちに、本人も自覚できていなかった、背景にある怒りや悲しさが分かってくる。「自分の気持ちを言葉で表現できると問題行動は減っていく」という。
　斉藤卓弥・北海道大学特任教授（児童思春期精神科）によると、親や教師が「してはいけないこと」と「してほしくないこと」を区別せずに叱ると、子どもは何が大事か分からなくなるという。喫煙や他人への危害など「してはいけないこと」は理由を説明してやめさせる。してほしくないことは、まず問題行動をとった理由を聞き、どうすればいいか、ともに考える姿勢が大事だという。「問題行動を、叱る対象ではなく、子どもの悩みを解決する機会ととらえて」と斉藤さんは訴える。
・自殺者、１０年間で３割以上減らす目標　厚労省（4月26日）
　政府が５年に１度見直す新たな自殺総合対策大綱で、人口１０万人あたりの自殺者数を示す「自殺死亡率」を、２０１５年の１８・５から今後１０年間で３割以上減らす目標を打ち出すことが分かった。自殺者が減らない若者対策では、学校へのカウンセラー配置の推進などを盛り込む。
　厚生労働省が２６日に開く有識者の検討会に大綱の報告書案を示し、今夏の閣議決定を目指す。
　自殺者は昨年まで７年連続で減り、０５年の自殺率２４・２を１６年までに２割減らす今の目標はクリアした。だが、それでも自殺者は年２万人超に上り、１５年の自殺率は１８・５。主要先進国でみてもフランス１５・８、米国１３・７と比べて最悪だ。このため、新たな大綱では「１３・０以下」を目標に掲げる。
　未成年の自殺は１９９８年以降、横ばいのため対策を強化する。カウンセラー配置のほか「ＳＯＳの出し方教育」の推進、ネットなどを使った若者への支援強化、居場所づくりの支援などを盛り込む。過重労働による自殺対策も重視し、長時間労働の是正やパワハラの防止、メンタルヘルス対策の推進も進める。
　市区町村にはこうした個別政策を地域自殺対策計画に盛り込むことを求める。
http://www.asahi.com/articles/ASK4T64CPK4TUTFK01D.html?iref=comtop_list_nat_n05
・貧困の子ども、支える朝食　英国の取り組み、高いニーズ（4月27日）
　子どもたちに無料か低価格で食事を出す「子ども食堂」の広がりで、食の支援への関心が高まっています。昼食は学校の給食がありますが、朝食は？　日本より早く、子どもの貧困に取り組んできた英国でもニーズは高く、財政上の厳しさはありますが、行政や民間団体が支えています。
　イングランド北西部の海沿いの町、ブラックプールにあるキンクレイグ小学校。始業前の教室で、並べられたパンケーキ、果物や牛乳を子どもたちが口に運ぶ。無料で自由に食べられる「朝食クラブ」だ。女児（１０）は「朝、食べると頭がよく働く」という。
　授業への集中力を高め、マナーや生活習慣を身につけさせようと、町が２０１３年、３３の全小学校で始めた。町では、２０歳未満のうち貧困世帯で暮らす割合が３１・１％と全英で１１番目に高い。朝食クラブは独自の施策で、財源は公衆衛生予算と政府の補助だ。
　所得制限を設けると、条件にギリギリ当てはまらない家庭の子を取りこぼしてしまうため、全員無料にした。「貧しい家庭」のレッテル貼りを避けるためでもある。同小の児童１９３人のうち、自宅で朝食をとるのは約半数だ。
　経済的に困っていない親も精神的に助かっている。８歳の娘を通わせる母親（４９）は「時間がなくて家で食べられない日も安心です」と話す。
　行政以外にも、学校での朝食を支える動きがある。
　ロンドンのノエルパーク小学校には週１回、シリアルやジュース、ベーグルが届く。民間団体「マジック・ブレックファスト」がスーパーやメーカーから食品を寄付してもらい、学校に配送している。
　同校の朝食クラブは、親が働く子どもを始業前に預かる場だ。児童６３０人中６９人が登録。職員の人件費として、払える家庭は１回約１４０円を負担する。政府の補助金も使う。
　朝食は登校のきっかけにもなる。８歳と１０歳の兄弟は、クラブに登録してから遅刻しなくなった。学校と親をつなぐ家族支援員のアンジェラ・リッチーさん（６２）は「この子たちの親は子育てが苦手。家庭訪問し、朝ご飯あるからおいで、と誘った」と話す。
　マジック・ブレックファストの創設者は、低所得者の多い地域の学校で空腹のため勉強に身が入らない子がいると聞き、０１年に活動を始めた。数週間にわたって食べ物を届けたところ、集中力が上がった、けんかばかりする子が落ち着いた、などの効果があったという。朝食を導入する学校には最初の１、２年間は無料で提供し、軌道に乗れば児童数に応じて７万～２１万円の年会費を払ってもらう。
　事務局長（２９）は「先生から子どもの変化を聞くと、大きな意味があると実感する。目標はすべての子、もっと必要な子に届けること」。現在、国内で４８０校、２万３５００人分を提供。ほかに３００校が支援の順番待ちをしている。
■高い需要、財源に課題
　学校での朝食支援が進む英国だが、先行きは不透明だ。
　ブラックプールのエイミー・クロス議員は「政府から、地方政府の予算を減らすように言われている」という。朝食クラブも今後２年間の予算は確保したが、その後は未定だ。「児童に落ち着きが出て注意する回数が減った、と学校には好評なのに」
　英国政府は１９９０年代の終わりから子どもの貧困対策に力を注ぎ、３４０万人いた貧困家庭の子は２０１０年までに２３０万人に減った。
　１０年に制定された「子どもの貧困法」には貧困率などの数値目標が盛り込まれた。だが、この年、労働党政権から保守党・自由民主党政権に代わり、緊縮財政が敷かれた。ロンドンの小学校の家族支援員・リッチーさんは、政権交代後、低所得世帯向けの支援が減ったと指摘。「働いても十分な収入を得られない親はますます苦しくなっている」
　子どもの貧困法は、１６年に別の新法に取って代わられ、事実上、なくなった。政策提言団体「チャイルド・ポバティー・アクション・グループ」は今後、貧困率が再び上がると予想している。
■貧しいほど欠食傾向　大阪府調査
　日本では、学校で朝ご飯を出す取り組みの多くが、独りで食べる「孤食」を避けることや、食育が目的。貧困対策としては広がっておらず、学級担任や養護教諭が個別に食べさせているのが実情だ。
　子どもの貧困に関する大阪府の大規模調査では、朝食を毎日とる子の割合は、最も困窮している世帯層で８０・１％、困窮していない世帯層では９２・１％。貧しい世帯の子ほど欠食する傾向があり、夕食では大きな差がなかった。
　石川県加賀市の山代温泉では、家族支援などを担うＮＰＯ法人「阿羅漢（あらはん）」が週２回、子どもたちに朝ご飯を出すようになって６年目になる。
　高齢者らに朝食をふるまう場のボランティアに誘い、ついでに食べてもらう格好だ。理事長の福田清志さん（５５）は、「子どもが参画できるシステムを貫くことが大切。黙って食べさせてもらうだけでは長続きしない」と指摘する。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4P65WNK4PPTFC01Z.html?rm=542
・教員悲鳴「休みがない」　中学の６割「過労死ライン」超（4月29日）
　教員の長時間勤務の悪化ぶりが、文部科学省の調査で明らかになった。２８日に公表された勤務実態調査では１０年前から労働時間がさらに増え、小学校教諭の約３割、中学校教諭の約６割が「過労死ライン」に達していた。文科省は「看過できない事態」と言うものの、改善に向けた道筋は見えない。その間も、現場からは悲鳴が上がる。
　神奈川県内の小学校の男性教諭（３６）の出勤は毎朝７時半ごろ。陸上クラブの朝練習の指導に始まり、授業や職員会議、行事の準備、事務作業――。息つく間もなく仕事が続き、帰りは午後９時ごろだ。忙しい時は午後１１時になることもある。「今の働き方を定年まで続けるのは厳しい。社会の変化に対応するために仕事が増えるのは仕方ないが、教員の数はそう増えておらず、負担が重くなっている」とため息をつく。
　どんな仕事が増えたか。学力、安全対策などの調査への回答▽授業増加に備えた研修▽トラブル対応のための会議――など様々だ。「かつて子どもや保護者が自ら解決できていたトラブルに、学校が介入を求められている」と感じる。
　「脱ゆとり」を目指した２００８年の学習指導要領改訂で授業時間は増加。最近は、グループ活動や討論を取り入れた学習方法の導入も求められ、入念な準備が必要だ。
　今回の調査では、公立小中学校の教諭の勤務時間が１０年前と比べ１日あたり３０～４０分増え、１１時間以上働いている実態が明らかになった。労災認定基準で使われる時間外労働の「過労死ライン」は１カ月１００時間または２～６カ月の月平均８０時間。教諭に当てはめると、小学校の１７％と中学校の４１％が１００時間、小学校の３４％と中学校の５８％が８０時間の基準以上だ。
　中学校では土日の部活動の指導時間が１日当たり１３０分で、１０年前から倍増した。「部活があって今月は土曜日と日曜日に休みがなかった」。神奈川県の公立中学校でバレーボール部の顧問をする教諭の男性（３６）は打ち明ける。平日は２年生の担任と顧問の二役。土日は練習試合や公式戦があり、半日か丸一日、働くことも多い。「教師になって１３年目。こんな生活がずっと続いている」と話す。
　仕事の見直しを進める現場もある。静岡県富士市の富士見台小学校は４月から水曜日の午後の授業を１コマ削った。その分、朝に１５分の基礎学習の時間が週に３～４回あり、教員の勤務時間が単純に減るわけではない。それでも、「教材研究や子どもの提出物をじっくり確認するまとまった時間を確保したかった」と内田新吾校長は語る。
　校内の花壇や庭木、畑の手入れも約７０人の住民ボランティアに手伝ってもらい、教員の負担軽減を図っている。内田校長は「最も大事なのは子どもと過ごす時間を確保し、充実させること。学校行事も、前例踏襲を当たり前とせずに見直していく」と話す。（前田育穂、土居新平）
■授業時間増える
　「看過できない深刻な事態が、客観的なエビデンス（証拠）として裏付けられた」
　松野博一文科相は調査結果を受けてこのように語り、長時間労働の改善策を中央教育審議会で検討してもらう考えを述べた。
　文科省はこれまでも教職員定数の確保を求めてきたが、そのたびに財務省や経済財政諮問会議から「科学的根拠」を要求されてきた。１０年ぶりの調査に踏み切ったのは、反論の材料を得る意味があった。
　しかし、この間にも学校現場の負担は強まっている。０６年度の調査と比べて勤務時間が増えた大きな理由は、授業時間の増加。「学力向上」をうたって文科省が進めた学習指導要領の改訂が直接影響した形だ。学校では発達障害などのため、丁寧な対応が必要な子どもや、日本語指導が必要な子どもも増えている。ある文科省幹部は勤務時間の増加について「予想以上のひどさだった」と打ち明けた。
　疲弊する現場を手当てするため、文科省は①教職員の確保②仕事内容の見直し――の両方を進めたい方針だ。調査では学校でのＩＣＴ（情報通信技術）の活用状況や教員のストレスについても尋ねており、今年度中に公表する。ただ、今回得た「エビデンス」を元に財務当局を説得し、抜本的な改善が実現できるかは、まだ未知数だ。（根岸拓朗）
　　　　　◇
　〈勤務実態調査の手法〉　昨年１０～１１月の連続する７日間の勤務状況について校長、副校長、教諭、講師らフルタイムで働く教員に調査票に記入してもらう形式で実施。全国から抽出した公立小中各４００校のうち、小学校は３９７校の８９５１人、中学校は３９９校の１万６８７人が回答した。文部科学省による同様の調査は４０年ぶりの実施だった０６年度以来、１０年ぶり。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4X5HGCK4XUTIL040.html?rm=454
・特別支援学校、３４００教室不足　在籍者が急増（4月30日）
　障害が比較的重い子どもが通う「特別支援学校」で深刻な教室不足が続き、２０１６年１０月現在、３４３０教室が足りないことが文部科学省の調べでわかった。特別支援学校の在籍者が近年急増し、教室数が追いついていない。同省は教育に支障が出るおそれがあるとして、教育委員会に補助金の活用などによる教室不足の解消を求めている。
　特別支援学校小、中学部の１学級は６人が上限で、重複障害の場合は３人。幼稚部から高等部までの在籍者は１５年に１３万８千人で、１０年で１・３６倍になった。特に知的障害のある子が増え、全体の９割を占める。比較的障害が軽い子が通う小中学校の特別支援学級の在籍者も１５年に２０万１千人で、１０年で約２倍になった。
　背景には、障害の診断が普及したことがある。障害があると診断されると、支援が得やすい教育を望む保護者が増えたとみられ、「特別支援教育への理解が深まった」（文科省担当者）との見方がある。
　一方、支援が必要な子に対応できていない小中学校の課題を指摘する声もある。「障害児を普通学校へ・全国連絡会」（東京）によると、通常の学級を希望した知的障害児や発達障害児の保護者が、教育委員会や学校から「（通常学級では）いじめられるかもしれない」「高学年になると勉強が難しくなる」などとして特別支援教育を提案されるケースがあるという。
　特別支援学校の教室不足は神奈川県（２５６室）、東京都（２４５室）、埼玉県（２３２室）、愛知県（２２４室）など都市部で目立つ。特に高校に当たる「高等部」の教室が足りず、教室を間仕切りしたり図書室などを教室に充てたりしてしのいでいる。神奈川県のある特別支援学校の教員は「子どもの気持ちが不安定な時、落ち着ける場所がほしいが、使える所はすべて教室になった」と話す。
　文科省は新増築、改造などへの補助金を使って教室不足を解消するよう都道府県教育委員会に求めており、５月には担当者から改善策を聞き取る。
　文科省は障害がある子とない子がともに学ぶ「インクルーシブ（包摂的）教育」を進める。障害が一定程度重い子は原則、特別支援学校に進むとされていたが、１３年から、どの学校で学ぶかは本人と保護者の意見を尊重して決めることになった。しかし、一定の重い障害があり、小中学校の通常の学級に通っている子は２千人にとどまる。
　　　　　◇
　〈特別支援学校〉　視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱の子どもが対象。０７年度に盲学校、聾（ろう）学校、養護学校が一本化された。幼稚園、小、中学校、高校に対応して「幼稚部」「小学部」「中学部」「高等部」がある。本来は比較的重い障害がある子が対象だが、高等部では障害が軽い子を受け入れる学校もある。
＊毎日新聞
・厚労省指針　保育所で「国旗国歌」決定…１８年度から（4月1日）
　厚生労働省は３１日、３歳児以上を対象に、保育現場で国旗と国歌に「親しむ」と初めて明記する保育所の運営指針を正式決定した。文部科学省が同様の趣旨を幼稚園の教育要領に盛り込んだことを受けた見直しで、幼児教育の整合性が理由。２０１８年度に施行する。
　今回見直した「保育所保育指針」は、乳幼児の成長や安全面で配慮する点について、保育現場での順守や努力を求める内容。３歳児以上が「保育所内外の行事で国旗に親しむ」「国歌、唱歌、わらべうたやわが国の伝統的な遊びに親しむ」と記した。
　指針の改定は、厚労省の有識者委員会が意見をとりまとめ、２月に同省が案を公表した。ただ、複数の委員が「国旗と国歌に関する議論は一切なかった」と話す。これに対し厚労省は「幼稚園や認定こども園との幼児教育の整合性は、委員会で認識が共有されている」と説明している。
　厚労省は２月に改定案を公表。その後のパブリックコメント（意見公募）では、国旗と国歌の記載について「削除してほしい」「押し付けにならないようにしてほしい」との意見が寄せられた。「伝統や文化に触れる」観点での賛成意見もあった。
http://mainichi.jp/articles/20170401/k00/00e/040/251000c
・ＮＰＯ　中学校教員向けのＬＧＢＴ教材を無料配布（4月2日）
　性的マイノリティー（ＬＧＢＴなど）の子供たちがありのままで過ごせる中学校を増やそうと、ＮＰＯ法人ＲｅＢｉｔ（リビット）が、中学校教員向けの教材「アライ先生キット」の配布を始めた。アライ（Ally）は理解者、支援者を意味する。中学校の教員には無料で送付する。データのみならウェブサイトからダウンロードも可能だ。
　全国の学校や教育委員会などで教員らにＬＧＢＴ教育に関する研修を行っているＲｅＢｉｔによると、性的マイノリティーの人たちが自分の性や恋愛対象を自覚するのは早ければ小学校からで、周囲の無理解からいじめを受けることも多く、「ＬＧＢＴの学校生活に関する実態調査」（２０１３年、いのち　リスペクト。ホワイトリボン・キャンペーン）では、性的マイノリティーの６８％がいじめを経験したとの報告がある。こうした状況を改善するため、教材を活用して授業の中で多様な性についての正しい情報を届けてもらうのが狙い。
　キットは教員が基礎知識を得られるガイドブックと、教材や指導案が一式そろっている。ガイドブックでは性的マイノリティーの基礎知識のほか、「制服のスカートが嫌だった」など当事者が中学生時代に困ったことなどが盛り込まれている。授業で使える１５分の映像教材では、若者のインタビューを収録。ゲイであることを母親に告白した際に言われてうれしかったことや、女性として生まれて男性として生活を始めたころに友人とどう関係を築いたかなどが紹介されいている。
　代表の薬師実芳さんは「私も中学生のころはトランスジェンダーであることを誰にも相談できなかった」と話し、「子供たちに多様な性に関する正しい情報が伝わることにより、性的マイノリティーの子供にとって過ごしやすい学校づくりに寄与することを願う」と訴えている。
　製品パッケージは中学校の教員は無料。教員でない場合は４３２０円。個人で購入し、中学校に寄付することもできる。申し込みとダウンロードはＲｅＢｉｔウェブサイト（http://rebitlgbt.org/project/kyozai）。
http://mainichi.jp/articles/20170401/k00/00m/040/047000c
・大阪弁護士会　「ヘイトスピーチ」対策でＰＴ発足（4月3日）
　特定の民族や人種への差別をあおるヘイトスピーチ問題に取り組むため、大阪弁護士会が今月から「ヘイトスピーチ対策推進プロジェクトチーム（ＰＴ）」を発足させた。全国の弁護士会でこの問題の専門部会を設けたのは初めて。国や自治体の施策を法律の側面から後押しする。
　昨年６月に施行されたヘイトスピーチ対策法は、差別解消のための教育や相談体制の整備などを国の責務とし、自治体にも解消に向けた努力義務を課している。大阪市は昨年、ヘイトスピーチをした当事者の氏名や団体名を公表できる全国初の条例を制定。市内でのデモ行進と街頭宣伝の様子を動画サイトに投稿した計３件が先月、条例に基づきヘイトスピーチと認定された。
　川崎市はヘイトスピーチをする個人や団体が公的施設を利用できないようにする指針を作る方針だ。しかし、こうした動きは始まったばかりで、大半の自治体では具体的な対策が進んでいない。憲法が保障する「表現の自由」との兼ね合いもあり、ヘイトスピーチの規制には法的な課題を指摘する声もある。
　ＰＴには今後、大阪弁護士会の弁護士約２０人が参加する予定。国や自治体の取り組みを調査し、施策の導入や改善策を提言する。また、学校などに弁護士が出向いて民族差別の歴史的な経緯を教えたり、弁護士会に相談窓口を設けたりすることも検討している。
　ＰＴ発起人の大橋さゆり弁護士は「ヘイトスピーチの問題は深刻な状況。より多くの人に現状を知ってもらい、被害をなくしたい」と話している。
http://mainichi.jp/articles/20170403/k00/00m/040/119000c

・ＬＧＢＴ　偏見、４割が変化…「多様な性」授業後（4月5日）
奈良の１３高校調査
　性的少数者（ＬＧＢＴなど）への偏見や抵抗感を持っていた高校生の４割以上が、多様な性についての授業を受けた後に認識を改めたことが宝塚大看護学部の日高庸晴教授（社会疫学）の調査で分かった。日高教授らは、授業の普及が差別解消につながるとして、指導上の留意点などをまとめた冊子や授業用のスライドの公開を検討している。【藤沢美由紀】
　昨年４～１１月、奈良県の高校１３校で生徒約２１００人に、多様な性に関する５０分間の授業を実施。授業の前後で「性別を変えたいと思うことはおかしい」「同性愛は理解できない」など１４項目について、そう思うかどうかを尋ね、授業の効果を検証した。
　「『ホモ、レズ、おかま』などは差別語だ」という項目では「そう思う」との回答が授業前の３９％から授業後には６５％に上昇した。授業前に「そう思わない」と答えた生徒のうち、半数が差別語と考えるようになるなど、全項目で、授業前に性的少数者への無知や偏見が感じられる回答をした生徒の４～５割の意識が変わったことが分かった。
　調査は厚生労働省のエイズ対策研究事業の一環で、日高教授と奈良県高校人権教育研究会の教員が授業の指導案を作成し、同県内の教員が実施した。
　２０１５年に文部科学省が性的少数者とされる児童や生徒へのきめ細かな対応を求める通知を出し、学校で多様な性に関する講演会を開くなどの取り組みが広がっている。日高教授は「普段から生徒に接する教師が教える方が伝わることもあり、教師自身も学ぶことができる」と指摘する。問い合わせは日高庸晴研究室（hidaka-office@takara-univ.ac.jp）。
https://mainichi.jp/articles/20170405/k00/00e/040/299000c
・ＤＶ被害　16年過去最多　ストーカー被害は過去2番目（4月6日）
　警察庁は６日、２０１６年に全国の警察が把握したＤＶ（ドメスティックバイオレンス）被害は６万９９０８件（前年比１１％増）で過去最多となり、ストーカー被害は過去２番目に多い２万２７３７件（同４％増）だったと発表した。ＤＶもストーカーも摘発（逮捕・書類送検）は過去最多で、警察が積極的に事件化している実情が浮かんだ。
　ストーカーの被害者は女性が２万１８０人（８９％）で、男性２５５７人（１１％）を大きく上回った。年齢別では２０代３６％▽３０代２６％▽４０代１９％－－と続いた。加害者との関係は「交際相手（元を含む）」が４７％と最多。「知人や友人」（１３％）▽「職場の同僚など」（１２％）が続き、「面識なし、関係不明」も１３％あった。
　摘発されたストーカー事件は２６０５件（前年比８％増）。罪種別でみると、最も多かったのがストーカー規制法違反の７６９件で、脅迫３６３件▽住居侵入３４５件▽傷害１８０件－－の順に多かった。９月に東京都目黒区の２０代女性が元交際相手に殺害された事件など殺人（未遂を含む）は１２件だった。
　また、リベンジポルノ＝復讐（ふくしゅう）目的の画像投稿＝について警察が把握した被害は１０６３件（前年比７％減）あり、２６８件を事件化した。相談内容は「画像を公表すると脅された」（３８％）▽「画像を撮影された・所持されている」（２５％）▽「画像を送りつけられた」（１９％）－－などだった。
　一方、ＤＶの摘発は８３８７件（同５％増）。警察が把握したうちの１５％で被害者が男性だったが、１４年に初めて１０％を超えるなど増加傾向が続いている。警察庁の担当者は「男性も被害者になり得るという認識が広がり、潜在化していた事件が表に出てきているのでは」と分析している。【川上晃弘】
加害者に治療促す
　全国の警察は昨年４月から、ストーカー規制法で禁止命令を受けたり逮捕されたりした加害者に対し、再発防止を目的に精神科医の治療を受けるよう促す取り組みを始めた。
　警察庁によると、治療を勧めた事例は２９３件あり、１０８件が治療に同意、昨年１２月までに７３件が受診した。治療内容は、精神科医による専門的な助言を受けるカウンセリングや、同じ症状を抱える加害者を集めて、それぞれが悩みを打ち明けるグループワークなど。７３件のうち被害者への執着心などがなくなり、医学的に完治したことを示す「治療完了」は１４件で、「治療中」４８件、「中断」１１件となっている。
　警察庁の担当者は「加害者の６割が受診そのものを拒否しており、その割合を減らすことが課題。治療後の状態も確認した上で、今後も精神科医と連携して対策を進めていきたい」と話している。
https://mainichi.jp/articles/20170406/k00/00e/040/228000c
・熊本地震１年　届かぬ支援　避難生活続く障害者の声は（4月14日）
　「避難できる避難所が見つからず不安になった」「障害者は事実上（支援の輪から）排除されている」－－熊本地震発生から１年。現地で障害者やその支援者を訪ねると、口々に被災後に直面した困難を語ってくれた。大規模災害発生時、障害者にはどのような支援が必要なのか？　当事者の声を集めた。
「バリアフリーの避難先が見つからない」
　熊本県益城町の作本誠一さん（５０）は地震で自宅が全壊した。１９歳の時に頸椎（けいつい）を損傷。首から下がまひし、車いす生活を送る。隣接する熊本市や益城町内の避難所を経て昨年１１月、町内にようやく完成したバリアフリー対応の福富仮設団地に移った。
　避難生活は苦労の連続だった。地震発生後、体育館や町の施設を転々とした。トイレや入浴の介助が必要で、自分では起き上がることができない。電動ベッドが欠かせず、受け入れてくれる避難所探しは容易ではなかった。最初に避難した熊本市内の高校の体育館ではトイレが使えず、やむなく携帯用トイレを使った。
　「条件の合う避難先が見つからず、時間だけが過ぎて不安になった」と振り返る。昨年７月、益城町内の総合体育館に障害者トイレがあり、自宅から運び出した電動ベッドが置けることが分かり、同年１０月末まで過ごした。
　総合体育館に移った頃、町内に完成した仮設住宅も見学した。しかし、室内は狭すぎて段差があり、車いすの障害者は入居できなかった。そこで町にバリアフリー対応の仮設住宅の建設を要望。仮設住宅としては最も遅くなったが、６戸が建設された。ようやくストレスのない生活を送れるようになったが、住民は障害者だけで、災害時の対応に不安もあるという。
「災害は平等、避難生活は不平等」
　「くまもと障害者労働センター」代表の倉田哲也さん（５０）は脳性まひの障害がある。地震発生直後、センターを自主避難所にして障害者を受け入れ、多いときには１０人ほどが寝起きした。行政からの支援はなかったが、全国の福祉関係者が駆けつけ、炊き出しなどの支援をしてくれた。
　一般の避難所は列に並べる人しか配給がもらえない仕組みになっていたり、手話通訳がいなかったり、建物がバリアフリーになっていなかったりするなどの問題点があった。
　「災害は平等に来るけれど、避難生活は平等ではないことを（障害者は）体験した」と倉田さん。災害時の仕組みは障害者を想定せずに作られていると指摘する。
「障害者は見えない存在」
　熊本学園大教授で弁護士の東俊裕さん（６４）は幼児期のポリオ罹患（りかん）の後遺症で車いす生活を送る。益城町の北に位置する菊池市の自宅で本震を経験した。
　東日本大震災発生後、内閣府「障がい者制度改革推進会議」の担当室長として、被災地で障害者の状況を調査。支援の輪からこぼれ落ちる様子を見てきた。その経験から、熊本地震では発生後１週間ほどで「被災地障害者センターくまもと」を設立した。
　事務局長として、主に在宅避難者のため、困りごとの相談や支援物資の提供、各種申請への付き添いなど、５００人以上の支援の先頭に立ってきた。活動を通じ、「障害者が見えない存在となっている」と感じた。被災行政で障害者の存在が想定されていない現状は、東日本大震災後も何も変わっていないと話す。
　熊本地震後、避難所では障害者を巡るトラブルが多発した。ある発達障害の子どもは配給の列に並べずに配給をもらえなかった。聴覚障害者は配給などを知らせる放送が聞こえずに孤立しがち。視覚障害者は夜間、トイレに行く途中で就寝中の人にぶつかることもあった。
　東さんによると、こうしたトラブルが原因で避難所を離れ、長期間の車中泊や地震で損傷した自宅での生活を余儀なくされた障害者やその家族も多かったという。
　熊本地震直前の昨年４月、障害者差別解消法が施行され、行政には障害者への合理的配慮が義務づけられた。東さんは地震発生後、作本さんの支援で仮設住宅を調べたが、車いすでの使用は想定されていなかったという。「熊本県には車いすの障害者がいないかのごとき設計だった」と憤る。
　東さんは、東日本大震災や熊本地震の経験を生かし、災害時の障害者への支援対応をまとめたマニュアルを作成する必要性を強調。災害時に特化した障害者への支援について、災害対策基本法や災害救助法を改正して位置づけていくことが必要と訴えている。
https://mainichi.jp/articles/20170414/k00/00e/040/216000c
・くらしナビ・ライフスタイル　新入生、性被害を防ごう（4月14日）
　女子学生が性的暴行を受ける「キャンパスレイプ」が社会問題となっている。新入生歓迎や花見で酒席が多くなる季節。どうしたら被害をなくせるのか。
　●心と体にダメージ
　「家について来るって、そういうことでしょ」
　大学時代、男友達の家に遊びに行った際、そう言われた。３月２５日、東京都内で開かれたワークショップ「パートナーシップにおける『同意』ってなに？～お互いを尊重する性のあり方を考える～」で、出席者の女性（２６）が被害体験を語った。性行為は嫌だったが断りきれず、「断れない私が悪いんだ」と自責の念で苦しんできたという。
　「日本では性行為の同意についてほとんど語られていません。でも、互いの意思を尊重する同意は人間関係すべてにおいて大事なことです」。女性の言葉に、男女約２０人が真剣な表情で聴き入った。
　ワークショップでは、恋心を抱いていた男性とデートして自宅に誘われ、性行為を要求された場面を想定し、（１）同意は尊重されていたか（２）当事者はどう考えていたか（３）同意を尊重するにはどう行動すればよかったか－－などを話し合った。主催団体「ちゃぶ台返し女子アクション」の大沢祥子さんは「なぜノーと言わなかったのか、と言われますが、はっきりノーと言ったら危険な場合もある。性暴力は『境界線の侵害』で、体と心に大きなダメージが残る。だからこそ同意が尊重されないといけません」と話す。米国や英国の大学には、新入生オリエンテーションで「性行為における同意」を教えるプログラムがあり、参考にした。今後、全国の大学に広げることを目指している。
　●大学は対策消極的
　国内では昨年、大学生の事件が相次いだが、抜本的な対策は取られていない。
　女性に集団で性的暴行をしたとして昨年１１月に医学部生３人が逮捕された千葉大は、医学部生全員にハラスメントに関する講義を年２回義務づけた。東京大は昨年５月の強制わいせつ事件で３人が有罪判決を受け、３人を退学処分、２人を停学に。「同様の事件が二度と起きないよう、全力で取り組む」というが、新年度の対応は学生への注意喚起にとどまる。大学公認団体だったサークルのメンバーが集団暴行をした疑いで神奈川県警の捜査対象となっている慶応大は、未成年の飲酒をあおったとしてサークル解散を命じ、学生３人を無期停学としたが、「報道されているような事件性は確認していない」として対応は手つかずだ。
　性教育に詳しい岩室紳也医師（泌尿器科）は、社会全体の問題として考える必要があると指摘する。アダルトビデオではレイプされた女性が喜ぶストーリーも多い。「１人で見ていると、女性はそういう存在と勘違いしてしまう。仲間と一緒に見れば、これはないだろうと気づくはず。自分と他者の思いの違いに向き合えるようになる性教育が必要です」と話す。
　性暴力の被害者は警察に届け出ない人が多い。精神的ショックが大きく、取り調べによる２次被害を恐れるからだ。内閣府の「男女間における暴力に関する調査」（２０１４年度）では、無理やり性交された経験のある女性のうち警察に相談したのは４・３％。７割が誰にも相談していない。ハラスメント相談窓口がある大学は多いが、性暴力に特化した窓口は見当たらず、相談しやすい特別な配慮がある窓口や、専門機関との連携が求められる。
　●同意なければ暴力
　被害に遭わないためには、どうしたらいいのだろうか。性暴力撲滅を啓発するＮＰＯ法人「しあわせなみだ」の中野宏美理事長は「その問い自体を『社会全体が加害をしないためにどうしたらいいか』に変える必要がある」と強調する。性暴力を巡っては「夜遅くに知らない人に突然襲われる」「女性が嫌と言うのはイエスの意味」といった無理解が浸透し、被害者が責められる風潮があるためだ。「加害者は性欲ではなく支配欲を満たすのが目的。同意のない性行為は暴力だと認識されないと事件はなくならない」
　大学構内では、街灯を増やす、犯罪が起きやすい死角をなくすといった環境整備も有効だ。トラブルのもととなりやすい酒は、性暴力の前の道具や「酔っていたから」と正当化する言い訳として使われるが、本質的な原因ではない。「こわい」「嫌だ」と思ったら自分の感覚を信じて相手に伝えたり、その場から立ち去ったりすることを勧める。
　それでも被害に遭ってしまった時は、カウンセリングや警察への告訴などを１カ所で支援している「ワンストップ支援センター」に行くのがベスト。警察に行きたくない、レイプされたことを話したくない人も、産婦人科で性感染症と妊娠の検査だけは受けたほうがよい。中野さんは「しんどいかもしれないけれど、信頼できる人に相談してほしい。もし友達が被害に遭ってしまったら話を聞いて『すべての責任は加害者にあり、あなたは悪くない』と伝えて。抱え込まずに専門機関につないでほしい」と話す。【上東麻子、坂根真理】


性暴力神話
（１）夜、見知らぬ人に突然襲われる？　
→レイプ加害者の７４％は友人・知人。４８．６％が住宅で起きる
（２）女性は「イエス」なのに「ノー」と言うことがある？
→「ノ－」は「嫌」の意味。同意がないセックスは性暴力
（３）酒に酔った場合はレイプされても文句を言えない？
→酒や薬物で判断力を失った人とセックスに及ぶことはレイプ
（４）男性は被害者にならない？　
→男性や性的少数者（ＬＧＢＴなど）の被害者もいる
（５）加害者は異常な人が多い？　
→レイプは多くの場合、身近な知り合いが加害者
（６）レイプは、まれな事件？　
→無理やり性交された経験がある女性は１５人に１人
　※ビリーブキャンペーン「性暴力神話」より。数字は２０１４年度の内閣府「男女間における暴力に関する調査」、１６年の警視庁「こんな時間、場所がねらわれる」より
https://mainichi.jp/articles/20170414/ddm/013/040/007000c

・熊本地震１年　子どもケア、受講急増　「見る、聴く、つなぐ」心理的処置（4月18日）
　災害時などにストレスを抱えた子どもをケアする行動原則として国際ＮＧＯ「セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン」が普及を進める「子どものための心理的応急処置（ＰＦＡ）」の研修受講者が、昨年４月の熊本地震後、大幅に増えている。月平均５０人程度だった受講者は、地震後は申し込みが相次いで同１００人以上に倍増。同ＮＧＯは「ＰＦＡの知識を幅広く共有できるようにしたい」と意気込む。
　地震から２カ月後の熊本市内。市保育園連盟が主催したＰＦＡの研修会に、保育士計約１５０人が参加した。「子どもが『地震ごっこ』をしたら、どう対応したらいいでしょう？」。参加者の問いに、講師の国立病院機構災害医療センターの河嶌譲（かわしまゆずる）医師は「遊びを止めず、全員が避難できるようないい結果で終われるようにしましょう」と助言した。
　ＰＦＡは「Ｐｓｙｃｈｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｆｉｒｓｔ　Ａｉｄ」の略。２０１１年に世界保健機関（ＷＨＯ）などが紛争や災害に備えたマニュアルを作り、１３年にセーブ・ザ・チルドレンが子どもの支援用に書き換えた。原則は「見る・聴く・つなぐ」。ニーズや心配事を把握して落ち着ける手助けをし、必要な公共サービスなどにつなぐことを目指す。
　同ＮＧＯは地震直後から、学校など５カ所に「こどもひろば」を設け、遊びを通した支援をしてきた。責任者の一人だったスタッフの赤坂美幸さんは、東日本大震災の時に比べ、医療や教育のプロとの連携に手応えを感じたという。「ＰＦＡの意識を持って臨めたのは大きかった。誰でも実践でき、支援の質も高まる」
　１４年７月に同ＮＧＯが研修を始めて以降、熊本地震までに約１０００人がＰＦＡを学んでいたが、その後は１年間で災害医療関係者、支援団体、学生ら１２９０人が受講し、ペースは２倍になった。赤坂さんは「自分で問題を解決するのではなく『つなぐ』までが役割だと知ることで、支援者側も気が楽になる」と学ぶ効果を語る。
　当時、教室の一つを「こどもひろば」として開放した益城町立飯野小の柴田敏博校長によると、児童が元気に遊ぶようになって周囲の大人や中高生にも活気が生まれたという。「子どもの笑顔は復興のパワーになる」と、早期のケアの大切さを訴える。
https://mainichi.jp/articles/20170416/ddm/016/040/037000c
・交流サイト　子どもの被害１７３６人　４年連続最多更新（4月20日）
被害防止策検討する協議会　警察庁が設立働きかけ
　警察庁は２０日、２０１６年にインターネットのコミュニティーサイト（交流サイト）を利用して犯罪の被害者になった１８歳未満の子どもは１７３６人（前年比５％増）で、１３年から４年連続で最多を更新したと発表した。警察庁はサイト事業者に自主的な取り組みを促すため、被害防止策を検討する協議会を今夏にも設立するよう働きかけている。
　被害状況を罪種別にみると、淫行（いんこう）など青少年保護育成条例違反が全体の３８％と最も多く、裸の画像を撮られるなどした児童ポルノ３２％▽児童買春２５％－－などが続いた。被害者の８７％がスマートフォンの利用者だった。年齢別では１６歳が２６％を占め、１７歳の２４％が続いた。
　統計は０８年から取り始め、摘発（逮捕・書類送検）件数も２５６４件（前年比１４％増）で過去最多。容疑者と会った理由は「金品目的」など援助交際に関連したものが４４％と最も多く、「交遊目的」と「優しかった・相談に乗ってくれた」がいずれも１８％だった。
　被害者のスマートフォンや携帯電話で、有害サイトの閲覧を制限するフィルタリングを利用していたか確認したところ、「利用あり」は１２％にとどまり、「利用なし」が８８％に達した。
　また、ネット利用に関して学校で指導されていたか聞いたところ、４８％が「わからない・覚えていない」と回答。「受けたことはない」も６％あった。
　警察庁は、サイト事業者の協議会が設立されれば、警察側も参加し、年齢が離れた利用者との交流を防ぐための対策などを進める考えだ。
https://mainichi.jp/articles/20170420/k00/00e/040/213000c
・東北３県　震災後出産、うつ深刻　母親３割が精神不調（4月23日）
　岩手、宮城、福島の東北３県で東日本大震災（２０１１年）直後に生まれた子どもとその母親を対象に、文部科学省研究班（代表＝八木淳子・岩手医科大講師）が実施した調査で、７２人の母親のうち２１人がうつなど精神面の不調を抱えていることが分かった。親の抑うつや不安状態は、子どもの発達の遅れなどにつながる可能性があり、専門家は子どもの被災の有無にかかわらず、子育て家庭へのケアの充実を求めている。
　大きな災害の直後に生まれた子どもの発達環境に関する国内調査は初めて。研究班は１５年１０月～１６年３月、３県の１１年度生まれの子どもと母親計７２組に調査を実施した。津波被害が大きかった沿岸部にある保育所で当時３歳児クラスに在籍し、調査への協力を申し出た母子が対象。県別では岩手３０組、宮城１６組、福島２６組。
　精神科医や臨床心理士が母親に面接したところ、約３割にうつやアルコールなどに関連する問題がみられた。居住地による大きな差はなかった。
　厚生労働省によると、出産１カ月後に産後うつ病を発症した疑いのある母親は８・４％（１３年度）。研究班は、産後ではなく子が３～４歳時点で調べており、うつ以外の症状も含まれるが、精神不調のみられる割合の高いことがうかがえる。
　また、子どもの発達状況を把握するため、絵画を使って語彙（ごい）力を問うなど４種類のテストを実施。４人に１人は認知機能の発達が遅れている疑いがあり、じっとしていられないなどの問題行動がみられる子も約２割に達した。いずれも標準を上回っていた。
　研究班は今年３月までに計約２５０組を調べた。母親の精神状態は最初の調査と同じ傾向が出ているという。今後、子どもの発達との関連を分析し、子どもが中学を卒業するまで同じ親子への調査を続ける。
　「いわてこどもケアセンター」（岩手県矢巾町）副センター長も務める八木講師は「震災後の生活環境の変化によって出産した母親がストレスを抱え、幼い子どもたちが親の精神状態の影響を受けた可能性が高い。災害後生まれの子の家庭にも支援が必要だ」と話す。
https://mainichi.jp/articles/20170423/k00/00m/040/104000c

・妊娠中被害　心理的なＤＶ、産後うつ５倍　東京医歯大調査（4月24日）
　妊娠中にパートナーから言葉の暴力などの心理的ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）を受けると、子どもが生まれた後に「産後うつ病」になる可能性が約５倍に高まるとの調査結果を、藤原武男・東京医科歯科大教授（公衆衛生学）らがまとめた。身体的ＤＶの場合は、約７倍まで高まっていた。産後うつの原因にかなりの割合でＤＶが関係していると認識してケアに当たることが大切という。欧州の専門誌に論文が今月掲載された。
　産後うつは、出産から数カ月の間に、気分が落ち込み、不眠、食欲不振などの身体症状が出る。約１０人に１人が経験するとされ、重症になると自殺や子どもの虐待に発展する恐れがあるため、今月から産後２週間と１カ月の母親健診に国と自治体が費用を助成する制度が始まった。
　２０１２年秋、愛知県内の４５市町で生後３、４カ月健診を受診した母親に調査票を渡し、６５９０人が回答。約９．５％に産後うつ病の疑いがあった。
　妊娠中、パートナーから侮辱されたり、ののしられたりしたことが「よくあった」と答えた人は「全くなかった」という人と比べ、うつ病の疑いが４．８５倍だった。妊娠中にけんかが原因で、けがをするほどたたかれたり殴られたりしたかの質問では、「よくあった」「時々あった」人と「全くなかった」人のうつ病の疑いの差は７．０５倍に上った。
　うつ状態で過去を振り返って被害を大きく捉えている可能性もあるが、藤原教授は「それを考慮しても大きな有意差がある」と指摘する。産後はホルモンバランスが崩れてうつになりやすく、ＤＶを受けて自己肯定感が持てなくなると、その傾向が一層強まると考えられるという。
　藤原教授は「心理的ＤＶは見えづらいので、夫は自覚なく妻を否定する言葉を使っている可能性がある。妊娠中は特にコミュニケーションを取り、妻に精神的に寄り添う姿勢が必要」と話している。
https://mainichi.jp/articles/20170424/k00/00m/040/125000c
・消えない傷　ＤＶ家庭に育って／１　暴力で支配、子にも連鎖（4月26日）
　ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）の検挙数が最近１０年で５倍以上に増えている。家庭内でのＤＶは目撃した子供への児童虐待になるが、ケアは不十分なままだ。ＤＶ家庭の子供は、親と離れても暴力の幻影から逃れられず傷ついている。子供たちに何が起きて、どのような影響が及んでいるのか、当事者の声を中心に４回にわたり報告する。
　●成人後、加害者側に
　「お父さんのことは思い出したくない」。高校３年生のあきらさん（１８）＝仮名＝は疲れた表情でつぶやいた。幼少期から父が母を殴り「死ねばいい」と罵倒する姿を見てきた。父の暴力はあきらさんにも及び、顔を合わせるのが怖くて父が仕事から帰宅する前に布団に入って眠ったふりをした。いつ怒り出すか分からない父におびえ、気を張りつめる日々。あきらさんは絵日記を書いて、気持ちを吐き出してきた。
　＜１２月２３日土曜日＞
　きょう、ねんがじょうをやらないでおとうさんに　たたかえたりけられてりしました。かなしかった。これからはちゃんとやります。（原文まま）
　小学校低学年の時に書いた絵日記には、あきらさんの泣いた顔が描かれ、着ている服には真っ黒に塗られた父の足形がくっきりと残る。謝っても許してもらえず、蹴られて床に倒れたあきらさんに父は「立て」と命令し、起き上がったところを再び蹴られた。
　土下座をして父に謝っている場面、母が寝込んでしまい子供だけで夕食を食べている場面……。幼稚園の時から小学３年生ごろまで描きためた絵日記は２０冊を超える。
　父の暴力がエスカレートし出した中学３年生の時、母と妹と家を出た。婦人相談所の一時保護所に入所させてもらえなかったため、民間シェルターへ避難した。
　「何で切らしているんだ！」「家のことができてない！」。かつて父が母に投げつけていた言葉を、今はあきらさんが母に投げつけ責める。母は「まるで息子が夫のコピーみたいで怖いときがある」。あきらさんは「父のようになりたくはないけど、つい言葉が荒くなってしまう。自分でもどうしたらいいか分からない」と心境を語った。
　こうしたＤＶ家庭で育った子供たちの心理カウンセリングをしている武蔵野大の春原由紀名誉教授（児童臨床学）は「暴力の支配が当たり前の中で育つと、暴力で人を支配することが普通のこととして子供たちにインプットされてしまう。ＤＶ家庭で育った子供が大人になってＤＶ加害者になるケースも多い。暴力の世代間連鎖は深刻。連鎖を断つには、子供の心のケアをしっかりした方がよく、ケアは早ければ早いほうがいい」と話す。
　●支援の枠の外
　ＤＶ防止法では、子供は被害女性の「同伴者」の位置づけにとどまり、独立した「ＤＶ被害者」とはみなされていない。
　２００４年の児童虐待防止法改正で、ＤＶを目撃することが心理的虐待「面前ＤＶ」になると定められた。１６年に警察が児童相談所へ虐待の疑いを通告した子供の人数は５万４２２７人。そのうち面前ＤＶが半分近くを占める。
　お茶の水女子大の戒能民江名誉教授（ジェンダー法学）は「ＤＶ防止法上で子供が直接の被害者ではないから支援策は乏しいまま。これだけ面前ＤＶが増えているのだから法整備が必要」と指摘した。
　毎日新聞が昨年１２月～今年２月に実施したアンケートから、ＤＶ家庭で育った子供たちの様子が浮かんだ。北海道の民間シェルターでは、避難してきた女児（当時４歳）が父と同じ口調で「こんな飯、食えるか」と怒鳴り、母に暴力をふるったという。父が母をばかにするところを見て育ったため、同じように母をばかにするようになり、母子関係は悪化。女児は児童養護施設に入ることになった。
　シェルターの代表者は「母子関係が壊れて、児童養護施設や里親に預けられる子供もいる。ＤＶは子供たちにかなり深刻な影響を及ぼすが、あまり知られていない。恐怖の状況に長くいれば回復にも多くの時間がかかるのに、支援が忘れられている」と言葉に力を込める。
　●自傷や不登校も
　アンケートでは「リストカットなど自傷行為が止まらない」「多動で落ち着きがなく発達障害の診断を受けた」「父親からの性的虐待を経験した子の避難が増えている」との回答も寄せられた。
　またＤＶ被害に遭った子供が、転校した先の学校で、先生が「わけありで転校してきた」とクラスの保護者会で紹介したため、「犯罪加害者の家庭の子供だ」という誤解が広がり、学校に通えなくなったケースもあった。
　関東地方の民間シェルター代表者は「避難したら、めでたしではない。子供はずっと傷を背負う。親は子供が見ていないから大丈夫と思っても、扉の向こうの大きな声や物音におびえている。見ていなくても知っている。子供はＤＶ被害者だ。早急に支援していくべきだ」と話した。
８割「父から被害」訴え
　北海道シェルターネットワークが０３年に「ＤＶと子どもへの影響調査」を実施した。道内で民間シェルターを運営する７団体が０１～０３年に扱った１８３ケースを分析したものだ。
　シェルターに避難した子供の８割が１３歳以下で、８割以上の子供が実父からの被害体験を訴えたという。
　被害状況については、子供たちの４３・７％が「平手でたたかれる」「突き飛ばされる」などの身体的暴力を受け、９０・２％の子供が「暴力場面の目撃」などの精神的暴力を受けていた。また性的虐待は５・５％に上った。
　ＤＶを目撃した子供の事例も数多く紹介された。「突然父の怒鳴り声の幻聴がし、飛び散る血が目の前に現れる幻覚を見るようになった」（シェルター入所時１１歳）▽「家庭内暴力がエスカレートし刃物を持ち出すようになった」（１４歳）▽「男性の担任の先生が大声で話すと義父の思い出がよみがえり、フラッシュバックに苦しみ不登校になった」（１３歳）－－など。
　シェルターネットの担当者は「ＤＶが子供にもたらす影響は深刻で、人生を狂わされている」と話す。１４年前と子供たちの状況は変わっていないといい、「専門的なケアが必要だ」と訴えた。
https://mainichi.jp/articles/20170426/ddm/013/040/024000c
・青少年機構調査　褒められた子、へこたれない大人に（4月26日）
　褒められた経験が多いほど、社会を生き抜く上で必要な、へこたれない力が高い－－。国立青少年教育振興機構は２５日、子どものころの体験が現在の資質にどう結び付くかを調べ、こんな結果が出たと発表した。担当者は「子どもを叱るのは褒めた後に」と話している。
　調査は昨年１０月、全国の２０～６０代の男女５０００人を対象にウェブアンケート形式で実施。へこたれない力の高低を「何事も前向きに取り組める」など五つの質問への回答から判断し、褒められた経験や叱られた経験の多少による違いを分析した。
　それによると、親に褒められたり、叱られたりしたことが「何度もある」と答えたグループでは、へこたれない力が高い層が３５％、低い層が１６％だった。褒められたことが多く、叱られたことが少ないグループでも、高い層が３１％を占め、低い層は１８％だった。
　逆に褒められたことも叱られたことも少ないグループでは、高い層が１０％にとどまる一方、低い層が３７％に上った。学校の先生や近所の人に褒められたかどうかの経験を聞いた結果でも、似たような傾向となった。
　また家族と旅行したり、学習塾に通ったりするなど、子どものころの「教育、経済的条件」が高かった人ほど自己肯定感が高いが、条件が低かった人でも、褒められたことが多い人は自己肯定感が高いとの結果も出た。
https://mainichi.jp/articles/20170426/k00/00e/040/249000c

・東大　セックスでの同意とは…「キャンパスレイプ」なくせ（4月26日）
駒場キャンパスでワークショップ　国内大学で初開催
　大学生が性暴力の被害に遭う「キャンパスレイプ」を防ごうと、東京大の学生らが２５日夜、東京都目黒区の東大駒場キャンパスでワークショップを開いた。「同意のないセックスはレイプ」という考え方が一般的な欧米では、大学の新入生向けオリエンテーションで「性行為における同意」を教えるプログラムがあるものの、国内大学での開催は初めて。ベッドに誘う時、誘われる時、あなたは相手の同意を得ていますか？【中村かさね／統合デジタル取材センター】
性行為の同意の取り方　どう考える？
　「ペアになった相手と握手をしてください」
　ワークショップの冒頭、約２０人の参加者の半数にこんな指示が出された。ペアを組んだ相手に握手のことは知らされていない。「いいですか」と返事を待たずに相手の手を取る人、「アイコンタクトで察してもらった」と無言で手を差し出す人、「握手してください」と話しかける人。「同意」を考えるワークショップと知って参加していても、突然のことを求める側も求められる側も戸惑う様子がみられた。
　ワークショップを企画した大学院１年の佐々木弘一さんは「東大は女子校や男子校の出身者が多く、恋愛経験がない人もいる。性教育では生物学的な内容しか習わず、セックスについてはアダルトビデオから情報を得ている学生は多いはず」と指摘する。
　そもそも、なぜ「同意」を考える必要があるのか。
　英国のテムズバレー警察署は２０１５年、「Consent is Everything（同意がすべて）」と題したキャンペーンの一環で、性行為の同意の取り付け方を紅茶の誘い方に例えた動画を制作・公開（http://www.consentiseverything.com/）した。
　「紅茶飲まない？」と聞いた時、相手が「うーん…」と答えたら、紅茶を入れてもいいけれど、飲むことを強要してはいけません。「飲む！」と答えたのに「やっぱりいらない」と言われたら、ムッとしても紅茶を強要してはいけません。先週は紅茶を飲んだからといって、今週も来週もお茶が欲しいとは限りません。セックスでも同じだと分かるでしょ？－－といった具合だ。今回のワークショップでも上映され、学生たちが笑ったり、うなずいたりしながら見入っていた。
　イギリスでは同意のないセックスはレイプとみなされ、相手が同意していたか、相手の同意を得るためにどんな方法を用いたかが問われるという。
　日本でも同意のない性行為に苦しむ女性は少なくない。内閣府が１４年度に行った調査によると、男性から無理矢理性交された経験を持つ女性は６．５％に上る。１５人に１人という数字だ。加害者の７割は顔見知りで、被害経験のある女性の６７．５％は誰にも相談していなかった。「恥ずかしくて言えなかった」（３８％）、「自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていけると思った」（３０．４％）などが理由に挙がった。
東大から発信　性行為では相手を尊重しよう
　次のようなケースは、どう考えたらいいだろう。
　互いに「いいな」と思っているサークル同級生とのデート帰り、Ｂ男がＡ子を自宅に誘った。ちゅうちょするＡ子に対し、Ｂ男は「大丈夫だよ、変なことなんかしないよ」。「断ったら嫌われてしまうかも」と考えて誘いに乗ると、「部屋に来た時、こうなることぐらい分かってたでしょ」と性行為を強いられた－－。
　ワークショップで参加者たちが行ったロールプレーの事例だ。参加した学生たちの意見は割れた。「誘う時は相手が否定できる余地を残すべきだ」「ただのウソつきじゃないか」とＢ男を非難する声が上がる一方、「女性への思いやりより、自分の童貞卒業に目が行くのはありがち」「黙っていては『緊張している』と解釈されることもある。女性も、ノーと声に出さないといけないのでは」とＢ男に共感する感想も挙がった。
　経済学部３年の女子学生は「友人から相談を受けたら、相手が悪いと言えるけれど、自分の身に起きたことなら、『はっきり断らなかった自分が悪い』と思って誰にも相談できないかもしれない」と悩む。
　東大でのワークショップは来月も開かれる予定で、佐々木さんは「セックスは相手を尊重することが大事なのだという考え方を、東大から日本の他の大学に向けて発信していきたい。こういうテーマに興味のない学生にも届けるため、今後は大学に協力もお願いしたい」と意気込んでいる。
https://mainichi.jp/articles/20170427/k00/00m/040/002000c
・ネット公開捜査　「実は少年」見た目での判断難しく（4月27日）
　警察が事件解決のために情報提供を呼びかける公開捜査で、２０歳未満の少年の顔写真や動画が特殊詐欺事件の容疑者としてホームページ（ＨＰ）で掲載されたり、マスメディアに提供されたりするケースが起きている。罪を犯した少年の名前や容姿が分かる情報の公開を禁じる少年法がある中、警察庁は２００３年に殺人などの凶悪事件に限って少年の公開捜査を認めた。しかし、特殊詐欺の「出し子」役の少年の写真がインターネットで拡散した事例もあり、識者から捜査手法のあり方を問う声も上がる。
　今月１２日、警視庁は特殊詐欺事件に関わった容疑者として、現金自動受払機（ＡＴＭ）から現金を引き出した「出し子」の写真をインターネットで公開した。髪形や目鼻立ちがわかる写真を使用し、「茶色のロングヘア」「２０歳代くらい」と特徴を明記。メディアに情報提供し、警視庁のＨＰやツイッターにも掲載した。
　しかし、出頭したのは事件当時、中学１年の１３歳の女子生徒。刑事罰の対象にならない触法少年だった。警視庁はＨＰの画像を削除したが、ネットには既に拡散していた。
　警視庁は「２０代と思った」と釈明したが、こうした事例は初めてではない。千葉県警も１５年２月、特殊詐欺事件で現金を受け取った１８歳の無職少年の動画を「２０～２５歳の男、身長約１７０センチの中肉」と特徴を記して公開捜査していた。
　公開捜査について、警察庁は１６年３月にも原則として「成人の容疑者」とした通達を出した。例外として少年の公開捜査ができるのは、殺人や強盗など凶悪事件で、特に悪質で逃走中に再犯の可能性が高いケースなどとした。年齢が分からない場合も「少年である可能性にも十分な配慮が必要」としている。
　だが、公開の可否は「見た目で判断するしかない」（ある県警幹部）のが実情だ。別の捜査関係者は「特殊詐欺では有効な捜査手段。慎重に運用すべきだが、公開にちゅうちょすることがあってもいけない」と言う。
　通達では、ネットの普及に伴い捜査当局のＨＰやＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）での公開捜査について認める一方、第三者による複製でネット上に資料が残ることに配慮するよう求めた。特に容疑者が少年やその可能性がある場合については、どのような媒体を使うか「十分に検討すること」とした。
　少年事件では、茨城県警が０４年５月、強盗致死事件の容疑者として加害少年の似顔絵を公開。０６年９月には山口県警が、逃走していた殺人容疑の１９歳の少年について、公開捜査を見送ったことがある。【川名壮志、山本有紀】
十分な配慮を
　インターネットの問題に詳しい清水陽平弁護士の話　従来のポスターなどを利用した手法に比べてインターネットを活用した公開捜査は情報が集まりやすく、早期解決につながる利点がある。一方でネット媒体は複製がしやすく、捜査当局が削除しても複製が出回ってしまう恐れがある。今回のように公開されたのが少年だったり、または無実の人だったりする可能性はあり、十分な配慮が求められる。
見直す必要も
　少年法に詳しい武内謙治・九大教授の話　警察庁通達は容疑者が少年の公開捜査は、殺人など凶悪犯罪で更に被害が拡大する恐れがある際に検討すべきだとしている。今回の警視庁の事例は特殊詐欺であり、容疑者も「２０歳代くらい」としている。未成年の可能性も十分に考えられるケースであり、慎重な対応がされたか疑問が残る。少年が「出し子」役に使われることも多く、公開捜査のあり方を見直す必要がある。
https://mainichi.jp/articles/20170427/k00/00e/040/218000c
＊産経新聞
・子供の安全どう確保　見守り活動参加…防犯側の犯行（4月15日）
　幼い子供が被害者となる事件は過去にも発生しているが、犯罪者は地域コミュニティーから孤立していたケースが多く、今回のように「地域社会の中」で、子供の安全を守るべき立場の人物による犯行は、従来の防犯対策の想定外だった。新たな被害を防ぐにはどうすればいいのか。専門家からは新たな防犯のあり方を求める声が上がっている。
　亡くなったレェ・ティ・ニャット・リンさん（９）は一人で登校中に連れ去られたとみられているが、逮捕された渋谷恭正（やすまさ）容疑者（４６）は、普段から通学路の見守り活動に参加していた上、自身の子供もリンさんと同じ小学校に通っていた。東京工業大の影山任佐名誉教授（犯罪精神病理学）は、リンさんと渋谷容疑者が顔見知りだったとすれば、「事件を防ぐのは難しかった」と話す。
　子供の登下校時の防犯については、平成１６～１７年に奈良市、栃木県今市市（現日光市）、広島市で、いずれも下校中の小学１年の女児が連れ去られて殺害される事件が立て続けに発生したことを受け、対策強化が図られてきた。
　集団登下校や学校と住民による通学路の見守り活動が全国に普及し、防犯ブザーの配布や、衛星利用測位システム（ＧＰＳ）付きの携帯電話を持たせる保護者が増えた。学校外で名札や持ち物の記名で児童の名前が特定されないように配慮する動きも進んだ。警察庁によると、２８年末現在で全国に約３万６千の「防犯ボランティア団体」があり、地域の子供を犯罪や事故から守っている。
こうした対策は、過去の犯罪でみられたような、地域社会との結びつきが薄かったり、普段から不審な言動がみられたりするような容疑者に対しては有効とされる。ただ、今回は地域社会の中で防犯に取り組む“内側”の人物が容疑者となった。
　子供の防犯に詳しい立正大の小宮信夫教授（犯罪学）は「大事なのは子供に自分の身を守る力を備えさせる教育だ。犯罪者が車などを容易に止められ、周囲から見えにくいような危険な場所を見極める力を訓練する必要がある」と根本的な対策の必要性を訴える。
　影山名誉教授は子供と大人が１対１になる場面を極力避けることを提案。「見守り活動などは常に２人以上で活動し、子供側も特に女の子は複数人での行動を心がけ、１人の場面をつくらないよう徹底することだ」と話している。
http://www.sankei.com/affairs/news/170415/afr1704150007-n1.html

・児童買春などの摘発は前年比３０６件増の２５６４件　１８歳未満の交流サイト被害（4月20日）
　昨年１年間に１８歳未満の子供がコミュニティーサイトを利用して犯罪に巻き込まれた事件で、全国の警察による児童買春などの摘発は前年比３０６件増の２５６４件となり、２００８年の統計開始以降最も多かったことが２０日、警察庁のまとめで分かった。被害者数も１７３６人で最多。
　警察庁によると、淫行などの青少年保護育成条例違反が１０３２件で最も多く、児童ポルノが８１９件、児童買春が６１６件、児童福祉法違反が５０件に上った。強姦は１５件、強制わいせつは１２件、略取誘拐は２０件。殺人や強盗はなかった。
　年間の摘発件数は、１２年の１３１１件から１４年には１９８１件にまではね上がり、１５年には初めて２千件を超えて２２５８件に達した。被害者数の推移では、１１年にそれぞれ２００人前後だった児童ポルノと児童買春は増加を続け、昨年は児童ポルノが５６３人、児童買春が４２５人だった。青少年保護育成条例違反はここ数年、６００～７００人台で横ばい状態。
http://www.sankei.com/affairs/news/170420/afr1704200024-n1.html
＊読売新聞
・子の障害・病気悩み殺害…親の７割、６５歳以上（4月2日）
　子供の障害や病気に悩んだ親が、子供を手にかけてしまう殺人・心中事件が相次いでいる。

　読売新聞が２０１０年から先月までに起きた計５０件（未遂含む）を調査・分析したところ、加害者は６５歳以上が７割を占め、子供の「ひきこもり」や暴力にもかかわらず、長く周囲から支援を受けられなかった高齢の親が事件を起こしている傾向がわかった。将来への悲観や介護疲れが背景にあり、国などによる実態把握が求められる。

　警察発表や裁判資料などで、親が子供のひきこもりや心身の障害、難病などに悩んでいたことが確認できた事件は５０件。被害者が１８歳未満の事件は、児童虐待など動機や背景が異なるケースが多く、対象から除いた。

　５０件の動機や背景（重複あり）を分析したところ、「親が亡くなった後などの子供の将来を悲観」が約６割の２８件に上った。「子供からの暴力」も２０件と目立った。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170401-OYT1T50163.html
・いじめ原因の欠席容認、校外施設と連携…文科省（4月4日）
　文部科学省は、不登校の小中学生らへの支援に関する基本指針をまとめた。

　いじめなどからの緊急避難措置として欠席を容認し、子どもや保護者を追い詰めないよう配慮しつつ、学校以外でも学ぶ機会を確保するよう求めたことが柱だ。

　基本指針は、不登校の児童生徒の校外学習支援を目的に、昨年１２月に成立した教育機会確保法に基づくもので、フリースクールの活用など柔軟な対応を求めている。文科省は近く、全国の教育委員会や都道府県知事などに通知する。

　指針では、不登校への対応について「登校という結果のみを目標にせず、児童生徒の社会的自立を目指す必要がある」と指摘。子どもが安心して学校で学べるように、いじめや暴力を許さず、教職員の体罰や不適切な指導には懲戒処分など厳しい対応が必要とした。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170403-OYT1T50135.html?from=ycont_top_txt
・配偶者や恋人からの暴力、男性被害が初の１万超（4月6日）
　昨年１年間に全国の警察が把握した配偶者や恋人からの暴力（ＤＶ）被害は前年比１０・７％増の６万９９０８件で、過去最多だったことが警察庁のまとめでわかった。

　摘発件数も過去最多の８３８７件で、統計を取り始めた０３年の約８倍になった。

　ＤＶ被害者の８５％は女性だったが、男性の被害も１万４９６件に上り、初めて１万件を超えた。

　ＤＶによって死亡した被害者は２人。摘発した８３８７件のうち、傷害と暴行が９割近くを占めた。

　裁判所による保護命令は２１４３件で、前年より約１１％減った。被害者への防犯指導が６万２１２９件（前年比１２・８％増）、加害者への指導警告も３万９８５１件（同２５・５％増）と増えており、保護命令の前段階で対応するケースが増えたためとみられる。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170406-OYT1T50122.html?from=ytop_ylist
・小５の「生活困難層」世帯２１％…東京・大田区（4月7日）
　東京都大田区が、区立小学校５年の全児童らを対象に生活実態調査を初めて行ったところ、収入が一定以下だったり、子どもの消費や外出・体験の機会を経済的な理由で制限したりしている「生活困難層」の世帯が、約２１％に上ることがわかった。

　困難層は、家族旅行や学習の機会などを控える傾向で、基本的な「衣・食・住」の場面での格差が表面化した。

　調査は昨年６～７月、区立小５年の全児童４５４４人と保護者を対象にアンケート形式で行い、経済状況や子どもとの関係などについて質問。回答者のうち、〈１〉世帯収入が一定未満〈２〉生活費が支払えない〈３〉「家族旅行に行く」「塾に通わせる」など１４項目のうち、経済的な理由で制限した項目が三つ以上――の３条件で、一つでも該当している世帯を生活困難層と定義した。

　その結果、世帯収入などを明らかにした２５６２世帯の約２１％（５３９世帯）が困難層に該当すると判明。また、困難層ほど、子どものための消費行動や、学習機会などを控える傾向にあることもわかった。

　例えば、「年に１回程度家族旅行に行く」は困難層が５０・５％（非困難層８９・９％）で、約半数が「経済的にできない」などと回答。「塾など学校外の毎月の教育費の平均」は困難層１万１６６９円（同２万１４４６円）、「学校がある日はいつも朝食を食べる」は困難層６５・１％（同８２・０％）など、大きな開きがあった。

　調査結果について、同区の石川里香・子ども生活応援担当課長は「困難層の中でも、家庭によって悩みの内容や度合いも異なることがわかった」と分析する。

　子どもの貧困対策を巡っては、２０１４年１月に「子どもの貧困対策法」が施行され、自治体には、具体的な対策を策定する責務が課せられた。同区は今回の調査結果を基に「子どもの生活応援プラン」を策定し、困難層の子育てや学習支援などを行う方針だ。

　石川課長は「子どもの将来が生まれ育った環境で左右されないよう、対策を進めたい」と話している。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170407-OYT1T50071.html?from=ytop_main9

・第７８話　「国民の理解が得られていない」という言い訳（4月14日）
　あいかわらず日々、性的マイノリティーをめぐる動きが起きています。あれが時代の転換期だったとあとから振り返られるのか、しょせん時代風俗の一挿話だったとして忘れられるのか……。神ならぬ身にはわかりませんが、ここではとにかく記事を積み重ねてゆきたいと思っています。
　さて、今回は「あれからどうなった？」なニュースが２題、新規の話題が一つです。
札幌市のその後
　自治体が同性パートナーシップを公認の動きに関し、 第７０話 で、札幌市も制度導入を検討中だとお伝えしました。戸籍上同性の２人がパートナーシップの宣誓を行い、市がその受領証を発行してパートナー証明をする制度です。自治体による同性パートナーシップ公認制度としては全国で６例目ですが、政令指定都市では初めてで、スタートすればこの種の制度が１９５万人都市に拡大することになります。
　市は当初、４月１日からの開始を目指していました。しかし、自民党の市議らから、「市民の理解が深まっていない」との声が上がり、一時はこのままお蔵入りかと懸念される事態に。地元当事者たちの働きかけが続き、全国からも１０００通余りの賛同の声が市に寄せられた結果、３月２１日の市議会予算特別委員会で、６月１日からの開始が表明されました。それでも、公明党と共産党の議員から早期実施が強く要請される中、２か月延期された形です。
世田谷区のその後
　同性カップルの公営住宅入居を巡っては、 第７２話 で、世田谷区が３月の議会で家族向け区営住宅に同性カップルも応募・入居できるように条例の改正を提案していることを紹介しました。その後、区議会では公明党を中心に「大切な対策だが、区民への周知が不十分で、意見をもっと聞くべきだ」などといった意見が相次ぎ、結局、継続審議となりました。議会の討論では、まずパートナーシップの公認を条例などできちんと定め、それに則して区営住宅への応募を認めるべき、という趣旨が述べられていました。条例を作るところから始めよ、というのは、正論に聞こえて、その実、たんなる引き延ばしのように私には聞こえました。
　住宅条例の改正は同性カップルにも男女カップルと平等な応募資格を与えるものであり、単身者や障害者・高齢者を差し置いて同性カップルを優遇するものではありません（単身者用や要配慮者向け住宅は別にあります）。区長提案の議案が議決されないのは、区では１９８０年以来とのことです。
文科省のその後
　最後は、１０年に一度改訂され、教科書の基準ともなる文部科学省の学習指導要領と性的マイノリティーをめぐる話です。
　小中学校の保健科目の教科書には、「思春期には異性への関心が芽生える」などといった記述があります。こうした一面的な表現が、同性に関心を寄せたり、逆に異性に性愛的な関心が湧かなかったりする児童・生徒に、自分を異常だと感じさせかねないという点が指摘されてきました。かねて「教科書にＬＧＢＴを」というキャンペーンも行われており、文科省案に対してもパブリックコメントの送付が呼びかけられました。
　しかし、３月末に官報で告示された新指導要領には、性的マイノリティーへの言及はありませんでした。寄せられたパブリックコメントに対し、文科省は「『性的マイノリティー』について指導内容として扱うのは、保護者や国民の理解などを考慮すると難しい」と回答しています。（ 結果は文科省サイトからダウンロード可 意見番号４０、４１）
三つの話題の共通点
　これら三つの話題から、その「共通点」が見えましたでしょうか？
　いずれも、「国民（市民・区民）の理解が伴わない」とことを理由に、「やらない」選択がされていることです。この論法は、こと性的マイノリティーを巡って珍しいものではありません。
　私は、東京都が２０００年にはじめて人権施策推進指針を策定したとき、当初は盛り込まれていた同性愛者の人権への言及が削除され、のちに復活したいきさつを 第６５話 で、紹介しました。削除の背景には、知事のツルの一声があったとか、その意向を「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(そんたく),忖度)」したとか、いろいろ言われましたが、当時の担当課長は後年、私の取材に、「新聞の世論調査で同性愛を容認できないという意見も多かったから」と答えたことがあります。しかし、この調査は、意見陳述に招かれた同性愛の当事者団体が、「このような状況だからこそ、行政の公的認知が必要」という文脈で紹介したデータでした。
　まさに今回の三つの事例と同様、「国民（市民・区民）の理解が伴わない」が、やらない理由とされている事例です。
　世の中が変わったあとに追随することは、誰にでもできます。しかし、ことは人権問題にかかわる事柄です。だからこそ行政や政治が率先して理解促進に努める責務があるのではないでしょうか。
https://yomidr.yomiuri.co.jp/article/20170412-OYTET50017/?from=ytop_os2&seq=17
・医療ケア保育、８県ゼロ…厚労省が看護師派遣へ（4月20日）
　たんの吸引や栄養注入などが日常的に必要な医療的ケア児の保育所での受け入れ状況について、厚生労働省が初の実態調査結果をまとめた。

　全国２６０か所に３０３人が通っていたが、８県ではゼロだった。受け入れ促進のため、同省は、ケアを担当する看護師を派遣するモデル事業を今年度始める。

　調査は昨年７月、全国の認可保育所と認定こども園を対象に実施。２０１５年度の受け入れ人数を調べた。受け入れの報告があった３０３人を都道府県別にみると、大阪（４９人）、滋賀（３５人）、千葉（２３人）、東京（２１人）の順で多かった。青森、福島、山梨、岡山、山口、徳島、佐賀、宮崎の各県は１人も受け入れていなかった。

　最多の大阪府では、大阪市など少なくとも８市町が、看護師の配置費用を補助するなどしている。同省も今年度のモデル事業で、看護師の派遣や保育士の研修受講でかかる費用などを補助し、体制作りを進める。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170420-OYT1T50086.html?from=ycont_top_txt
・１８歳未満の交流サイト被害、最多の１７３６人（4月20日）
　昨年１年間にインターネット上の交流サイトを介して性犯罪などの被害に遭った１８歳未満の子供は１７３６人（前年比８４人増）で、統計を取り始めた２００８年以降で最多だったことが警察庁のまとめでわかった。

　最も多かったサイトはツイッターで、４４６人（同２２０人増）だった。同庁は、今夏にもサイト事業者らによる対策協議会を発足させ、１８歳未満の利用についてのルール作りを業界に促す。

　同庁によると、被害者の９５％は少女だった。年齢は１６歳が最多の４５０人で、１７歳４２０人、１５歳３２３人。最年少は９歳で、サイトを介して知り合った男に裸の写真を送信するよう要求されていた。

　罪種別では、淫行などの青少年保護育成条例違反が６６２人、児童ポルノが５６３人、児童買春が４２５人。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170420-OYT1T50067.html?from=ycont_top_txt
・給付型奨学金の推薦、学習意欲も確認…指針通知（4月24日）
　国の奨学金を運営する独立行政法人・日本学生支援機構は低所得世帯の大学生らを対象とする給付型奨学金について、高校が対象者を推薦する際の目安となる指針をまとめ、各校に通知した。

　学力や課外活動を基準としつつ、面談などで学習意欲や生徒の人生設計を確認することが柱だ。

　高校側は７月中旬までに対象者を決めて日本学生支援機構に報告する。指針では推薦の条件として〈１〉各校の教育目標に沿った高い学習成績〈２〉教科以外の学校活動などで大変優れた成果――のいずれかとした。どちらを重視するかは各校が判断する。

　児童養護施設出身者については、実質的に条件を設けず、各校の配分枠に関係なく推薦できるとした。

　在学生の選考では、基本的に１、２年生時の成績や課外活動を判断材料とする。テストの結果だけでなく、出欠状況や生徒ごとに課題を克服した過程にも注目するよう求めた。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170423-OYT1T50121.html?from=ycont_top_txt
＊日本経済新聞
・登下校時の警戒を全国警察に通達　警察庁、千葉小３殺害で（4月6日）
　千葉県我孫子市で殺害された小３女児の遺体が見つかった事件などを受け、警察庁は６日までに、子供の犯罪被害防止のため新学期に向けて学校周辺や通学路で登下校時の警戒活動を推進するよう全国の警察に通達した。
　自治体や学校、防犯ボランティアなどと子供が犯罪被害に遭う可能性の高い場所の点検・改善を実施することや学校などの防犯対策を確認して必要な助言を行うことなども求めた。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG05H6Y_W7A400C1CC0000/
・フェイスブックが「リベンジポルノ」対策　ＡＩ活用 （4月7日）
　【シリコンバレー＝小川義也】米フェイスブックは、交際相手らの裸など性的な写真や動画を復讐（ふくしゅう）のためにインターネットに流出させる「リベンジポルノ」対策を強化する。新たに社内に専門チームを立ち上げ、利用者から通報を受けた画像を検証し、問題があれば削除する。さらに人工知能（ＡＩ）の画像照合技術を使い、同じ写真や動画が再び共有されるのを防ぐ。
　対象は交流サイト（ＳＮＳ）のフェイスブックと傘下の写真・動画共有アプリ「インスタグラム」、対話アプリ「メッセンジャー」。５日から日本を含む全世界で運用を始めた。問題の写真を本人の同意なしに掲載したアカウントは多くの場合、削除されるという。
　日本では2014年にリベンジポルノ防止法が施行されたが、被害が後を絶たない。警察庁のまとめによると、昨年１年間に警察に寄せられた相談は1063件で、２年連続で1000件を超えた。被害者は約９割が女性で、年齢別では20代以下が６割を占めている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG07H1J_X00C17A4CR0000/
・入学前にランドセル代　文科省、家計厳しい世帯に（4月7日） 
　文部科学省は７日までに、経済状況が厳しい家庭の子供を対象とした学用品代などの国庫補助について、小学校に入る前に支給できるよう規則を変更した。2018年春の入学者から対応する。
　これまでの規則は、国庫補助の対象を小中学生に限定。このため、補助金は入学後の支給となり、ランドセルや通学用の服など、小学校入学前にそろえる必要がある物品の購入に間に合わない問題があった。文科省は規則を変え、対象者に「就学予定者」を含めた。
　現在、生活保護を受給する「要保護」世帯と、自治体が生活保護世帯に近い状態と認定した「準要保護」世帯を対象に、学用品代などを補助する就学援助が実施されている。国庫補助はこのうち要保護世帯が対象で、補助金を支給する市町村に半額を補助している。
　文科省によると、要保護の小中学生は14年度で約14万３千人。このうち、新入生に支給する学用品代などの補助金は、17年度予算で前年度からほぼ倍増し、１人当たり小学生４万600円、中学生４万7400円となっている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG07H19_X00C17A4000000/

・ＪＫビジネス20人補導　秋葉原、池袋などで （4月9日）
　警視庁は８日、制服姿などで接客する「ＪＫビジネス」で働く女子高校生らを対象に、店舗が集中する都内の４地区で一斉補導を実施した。18歳未満を同ビジネスで働かせることを禁止する東京都条例が７月に施行されるのを前に、取り締まり強化の一環として行った。
　午後４時から、秋葉原、池袋、渋谷、新宿の４地区で、警察官とボランティアら計140人が補導にあたった。秋葉原では路上で制服姿で客引きする少女らの年齢を確認。犯罪に巻き込まれる危険性を伝え、保護者にも電話で連絡した。午後６時までの２時間で、４地区合わせて20人を補導した。
　警視庁によると、昨年12月末時点でＪＫビジネスの店舗は都内で190店確認されている。ＪＫビジネスを規制する条例は３月に成立し、７月１日に施行される。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG08H6D_Y7A400C1CC1000/
・親族間犯罪、動機は「将来悲観」最多　警察庁調査（4月10日）
　全国の警察が2014年に摘発した親族間の殺人・殺人未遂事件や傷害致死事件は計272件で、動機は「将来を悲観」が全体の３分の１で最も多かったことが10日、警察庁の調査で分かった。被害者は「父母」が３割を超えて最多だった。年間を通した詳細な分析は初めて。
　同庁は同日、親族間を含めた犯罪被害者への給付金制度の見直しに向け、専門家を交えた有識者検討会の初会合を開催。原則一部しか認めていない親族間の事件での支給対象拡充や、重傷病者への支給対象期間の延長など４項目について検討する。夏ごろまでに提言をまとめる。
　14年に摘発した親族間の殺人・殺人未遂事件や傷害致死事件のうち、被害者は「父母」が33％と最も多く、「配偶者」が27％、「子」が25％だった。
　被害者と加害者の約８割が同居し、被害者が生存している場合は事件後も７割近くが同居を続けていた。
　動機は介護疲れや金銭困窮などによる「将来を悲観」が最多の33％。痴情のもつれや金銭トラブルによる「不仲・トラブル」が25％、「加害者の心神喪失等」が21％と続いた。
　全国の警察が16年に摘発した親族間の殺人事件（未遂も含む）は425件で、殺人事件全体（770件）の55％に上る。殺人事件全体が減少するなか、678件で同44％だった1979年と比べ、割合は上昇している。
　夫婦や父母、子供などの親族間の事件は現在、ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）や特段の事情を除いて犯罪被害者への給付金が原則不支給となっているが、見直しも含めて検討する。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG10H69_Q7A410C1CR0000/
・福島避難いじめ129件　16年度、文科省が初調査（4月11日）
　文部科学省は11日、東京電力福島第１原子力発電所事故などの影響で福島から避難した児童生徒へのいじめが2016年度に129件あったと発表した。３月に行った初の全国調査で判明した。このうち東日本大震災と原発事故を理由とする、あるいは関連するいじめは４件で、残る125件は原発事故などとの直接の関連が確認できなかったとした。
　松野博一文部科学相は同日の閣議後記者会見で「避難でつらい思いをした児童生徒をさらに傷つける行為はあってはならない」と強調。「いじめの背景には、理解不足からくる大人の配慮に欠ける言動もある」として、学校現場や保護者向けに避難者や放射線への理解、避難児童生徒への配慮を求めるメッセージを発表した。
　調査は昨年、横浜市などで明らかになった原発避難いじめを受け、実態把握のため都道府県の教育委員会などを通じて実施。16年度の129件とは別に、震災発生から15年度までに70件の避難者へのいじめが判明。うち９件が震災・原発関連だった。
　震災・原発関連のいじめ被害の内容は入学した時「福島に帰れ」と言われた小学生や、避難当初に「おまえらのせいで原発が爆発した」と言われた中学生など。冷やかしや悪口の事例が多く、「放射能がうつるから近づくな」と言われたり「放射能」と呼ばれたりしたケースもあった。
　いずれも学校が対応した後に通常通り登校するなどしているという。学校が深刻な重大事態として扱ったのは、小学生の時に同級生にたたかれたり遊興費を要求されたりされ、不登校となった横浜市の１件のみだった。
　同省によると、福島県から避難している児童生徒は約１万1800人。15年度以前の数字は時間がたっており、今回判明したいじめは一部とみられる。同省は「調査で全てのいじめの状況が把握できたとは限らない」として、引き続き学校や教育委員会などに相談するよう呼びかけている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG11H2H_R10C17A4CC0000/
・就学前の障害児ごとに支援計画　厚労省、施設の質向上へ指針案（4月12日） 
　厚生労働省は11日、障害を持つ就学前の子供が通う施設の質を高めることを目的に、初のガイドライン案を公表した。施設は一人ひとりの障害の状況に応じた支援計画を作成し、衣類の着脱や意思表示などで具体的な達成目標を定める。適切な支援ができているか、少なくとも年１回は自己評価し、保護者などに伝えることを求めた。
　こうした「児童発達支援制度」は2012年の児童福祉法改正で、主に就学前の障害を持つ子供が日常生活の基本動作などを学ぶために導入。原則１割負担で民間団体や自治体などが運営する施設を利用できる。
　厚労省によると、施設数は同年４月の1737カ所から16年４月には3820カ所へと増加。同年11月には約８万８千人が利用した。ただ「子供に十分な指導をしない」など質にばらつきが目立つようになり、ガイドラインを通じて指導していくことを決めた。
　同案では保護者の同意の下、障害を持つ子供ごとの支援計画を作成。食事や衣類の着脱といった日常生活の基本を学んだり、友達との遊びを通じて人間関係を育んだりすべく、支援内容と達成目標を同計画に記載すべきだとした。
　子供や保護者に適切な支援がなされているか、事業者に自己評価するよう促していく。評価表のひな型には「第三者による外部評価を行い、業務改善につなげているか」という項目を入れた。自己評価の透明性を確保するためだ。事業者は少なくとも年１回、ホームページや会報などを通じて公表する。
　このほか、職員による虐待を防いだり、保護者による虐待を早期発見したりするため、施設内に虐待防止委員会を設置することが必要だと明記。子育てなどに悩む保護者の相談に応じ、虐待を未然に防ぐことが重要だとしている。
　厚労省は５月の検討会でガイドラインを決定し、６月下旬から都道府県を通じ施設に順守するよう求め、全国で同水準の指導や訓練が受けられるようにしていく。
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO15191150R10C17A4CR8000/
・熊本地震被災の障害者に支援続ける　相次ぎ拠点、地域で見守り（4月20日）
　熊本地震の被災地で、障害者を継続的に支える環境づくりが進んでいる。支援の手からこぼれた障害者を見つけ出そうと被災地全域に活動を広げる動きのほか、緊急時に避難所で過ごせない障害者を受け入れられる施設も設置される。地震発生から１年が過ぎ、ボランティアなどが減る中、平時から地域で見守り、障害者の孤立を防ぐための活動は続いている。
　熊本県益城町に２月に開所したのは「障害者がともに暮らせる地域創生館」。運営は同名の一般社団法人で、代表理事には弁護士で熊本学園大学教授、東俊裕さん（64）が就いた。
　東さんや障害者団体は昨年４月に「被災地障害者センターくまもと」を発足。地震直後から障害の内容に応じた避難所への移動支援や簡易ベッドの設置などを担った。さらに支援の手からこぼれている障害者を見つけ出すため、避難所などで「ＳＯＳ」チラシを配布して相談を受け付けるなど、この１年で約500人を支援した。
　こうした活動を続けていくため、東さんは民間団体や個人から寄付を受けて地域創生館を建設、新しい拠点とした。
　これまで支援を受けていない障害者を見つけ出す「ＳＯＳ」チラシは熊本市内が中心だったが、益城町に拠点を移した２月以降は南阿蘇村など被災地全域に活動を広げ、仮設住宅にもチラシを配布している。
　地震直前には障害者への配慮を義務付ける障害者差別解消法が施行されたが、仮設住宅のトイレや風呂などは障害者に使いづらく、介助の依頼などは増えているという。
　このため地域創生館には身体障害者など入浴が困難な人向けの入浴設備のほか、障害者の地域生活を支援する受け皿となるように、食品加工など就労機能を併設できるスペースも用意した。
　だが最近は活動にあたるボランティアが減っており、依頼に応えられない日もある。東さんは「福祉関係の大学生など支援に関わってくれるボランティアの参加を期待している」と話す。
　西原村では22日、障害者の作業所を運営する西原村のＮＰＯ法人「にしはらたんぽぽハウス」が建設した平屋建ての施設「わくわく空間　ふわり」の開所式が開かれる。多目的に使える広間のほか、障害者向けの浴室やトイレがある。また障害者の就労の場として、食品加工事業もできる調理場を併設した。
　地震後の約１カ月間、約30人が作業所に避難したが、建物は中学校の旧宿舎で避難所としての機能は備えていなかったため「安心して過ごせる場が必要」（上村加代子施設長）と建設した。
　主に非政府組織（ＮＧＯ）が建設費を出しており、「ふわり」は障害の有無にかかわらず、誰でもいつでも利用できるという。
　地震前から生活困窮者にも門戸を広げ、週末は無料の「子ども食堂」を開催。震災で自宅を失い二重ローンを抱える家庭もある。スタッフの久保田裕則さん（48）は「困難な状況にある人のよりどころとなる施設としたい」と話している。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG17H5K_Q7A420C1CC0000/
・交流サイト、子供の被害最多　警察庁が協議会設立へ（4月20日）
　2016年に出会い系以外の交流サイトを通じて性犯罪などの被害に遭った18歳未満の子供は前年比５％増の1736人で、４年連続で過去最多となったことが20日、警察庁のまとめで分かった。短文投稿サイト「ツイッター」での被害がほぼ倍増し、全体の４分の１を占めた。同庁は被害の多いサイトやアプリ運営会社と今夏にも協議会を設立し、対策を進める。
　出会い系サイトを通じた被害児童数は前年（93人）の半分以下の42人となり、出会い系サイト規制法が施行された03年の1278人から大幅に減少した。一方で、交流サイトでの被害は統計を始めた08年（792人）と比べ、16年は2.2倍に悪化した。
　サイト別ではツイッターが前年比220人増の446人で最多。チャット型アプリ「ぎゃるる」が67人減の136人、無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」が９人増の124人だった。
　交流サイトの種別では、16年下期にツイッターやＬＩＮＥ、フェイスブックなどの「複数交流系」が半期ベースで初めて最多となり、前期から初の減少となった「チャット系」を上回った。
　被害の罪種別では、裸の画像を送らせるなどの児童ポルノ（563人）や児童買春（425人）が前年からそれぞれ10％以上増えるなど増加傾向にある。最も多かったのは淫行などの青少年保護育成条例違反（662人）で２年連続で減少したが全体の約４割を占めた。重要犯罪も増え、略取誘拐が20人と倍増した。
　被害児童の94.8％を女性が占めた。年齢別では16歳（450人）、17歳（420人）が約半数で12歳以下も71人と全体の４％程度いた。容疑者と実際に会った目的は金品など援助交際の関連が44％と最も多く、交遊目的が17.9％、「優しかった、相談に乗ってくれた」が17.7％だった。
　被害児童のアクセス手段は９割近くがスマートフォンで、タブレットやパソコンなどもあった。有害情報を閲覧できないようにする「フィルタリング」機能の利用者は前年比6.6ポイント増の11.8％だった。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG19H78_Q7A420C1CR0000/

・交流サイト子供被害最多、官民で防げ（4月21日）
　交流サイトを通じた18歳未満の子供の性犯罪などの被害が2016年は過去最多の1736人に達した。統計を始めた08年に比べ、2.2倍。規制強化された出会い系サイトに替り、新規参入や新たなサービスが次々と登場。被害が多発するサイトはめまぐるしく変わり、個別の対策はいたちごっこが続く。被害を防ぐため、警察庁と事業者による協議会の設置やサイバー防犯ボランティアの活動など官民連携の取り組みが広がる。
　08～10年にはディー・エヌ・エー（ＤｅＮＡ）やグリーなどが運営する「ゲーム、アバター系」のサイトを通じた被害が一時、急増。警察庁の要請を受け、両社はサイト内の常時監視や年齢に基づく利用制限「ゾーニング」などの対策を進め、大幅な改善を果たした。
　しかし、その後も見知らぬ相手と交流する「ＩＤ、ＱＲコード交換系」や「チャット系」、16年下半期に最多となったツイッターやＬＩＮＥなどの「複数交流系」と被害が多発するサイトの種類は次々と変容。歯止めがかからないのが現状だ。
　警察庁は大手や被害の多い事業者など10社程度に呼びかけ、協議会の設立を支援する方針。被害状況を伝え、事業者が有効な対策や必要な体制・設備に関するノウハウを共有して主体的に取り組める環境を整備する。ガイドラインの作成などで、新規参入者に対しても事前の対策を促す。
　16年の被害児童数は前年比５％増の1736人。95％近くが女性で、16、17歳が約半数を占めた。主な被害は淫行などの青少年保護育成条例違反や児童ポルノ、児童買春など。容疑者と実際に会った目的の44％は援助交際関連の目的だった。
　被害防止に向け、大学生や市民らによる「サイバー防犯ボランティア」も活動を広げている。16年末時点で全国202団体、8598人が登録。活動母体は４割を占める学生を中心にＮＰＯ法人や企業、自治会などさまざまだ。交流サイトの不適切な書き込みに目を光らせるサイバーパトロールなどを行っている。違法なサイトや書き込みを発見したケースもあるという。
　警察庁担当者は「事業者やボランティア、保護者などと一体となって対策を進めないと児童の被害はなくせない。あらゆるチャンネルを通じて対策を呼び掛けたい」としている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO15569560Q7A420C1CR8000/
・学校への看護師配置広がる　文科省、障害者差別解消法ふまえ（4月28日） 
　たんの吸引など医療的ケアが必要な子供が普通学校に通えるよう、学校に看護師を配置する動きが各地で広がっている。国は補助金対象を特別支援学校だけでなく、小中学校にも拡大。在宅医療技術の進歩も追い風となり、多くの自治体で配置が始まった。昨年施行の障害者差別解消法も踏まえて、国はより多くの学校に広げるよう促す方針だ。
　「今日も学校の友達とたくさん遊べた」。横浜市内の小学１年、前田結大君（６）はそう言って笑った。
　生後すぐに気管切開の手術を受け、首に付けた管を通じて呼吸する。会話や運動に大きな支障はないが、多い時で１日３～４回、専門器具によるたんの吸引が必要だ。基本的には、保護者以外は、医師や看護師の資格がなければ、器具を使った吸引はできない。
　横浜市は今年４月、結大君が通う小学校に同市で初めて看護師を配置した。母親の直美さん（43）は「市からは当初、特別支援学校を勧められた。近所の友達と同じ学校に通えて本当によかった」と語る。
　同市が看護師配置に踏み切る後押しとなったのは、文部科学省の補助金の対象拡大だ。看護師を学校に常駐させると、年間約600万円の費用がかかる。国が経費の３分の１を自治体に助成する。障害児らが通う特別支援学校限定だったが、昨年度から小中学校も対象になった。
　たんの吸引や経管栄養など吸引器具が小型化、簡素化するなどの在宅医療技術の進歩もあり、ここ数年、各地で小中学校に看護師を配置する動きが活発になっている。
　大阪府は2006年度、看護師の人件費を市町村に補助する制度を都道府県で初めて導入。昨年度は府内に116人を配置した。「障害を抱える子供にも、可能な限り一般的な教育環境で生活を送ってもらう」（府教育庁）
　ほかに名古屋市や札幌市なども独自に小中学校への看護師配置に取り組んできた。国の補助金拡充を受け、昨年度時点で全国の公立小中の看護師数は420人と、15年度から70人増加した。
　文科省の調査では、公立小中学校の児童生徒のうち、医療的ケアが必要な子供は16年度、697校766人に上る。看護師がいないことを理由に通学をあきらめる場合も多く、「潜在的なニーズはさらに多い」（文科省の担当者）。
　横浜市の場合、医療的ケアが必要な児童が８人いるが、看護師がいるのは結大君の学校のみ。直美さんは「他の学校にも配置が広がり、希望する子供が普通学校に通える環境をつくってほしい」と話す。
　昨年４月施行の障害者差別解消法は、障害者への「合理的な配慮」を求めており、文科省はケアがあれば小中学校に通える子供への支援を進める方針だ。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG27H7R_Y7A420C1CC0000/
＊Yahooニュース
・新聞人生相談欄：父親からの性加害に「お父さんの気持ちも考えて」（Wedge・4月1日）
　加害行為は強弱のある関係の中で起こる。しかし性的な暴力の場合、なぜか「強弱」関係を無視して語る人が多い。
父のボディータッチは「愛情表現」？
　3月22日に読売新聞に掲載された人生相談の内容が、ツイッター上で大きな議論となった。タイトルは「女子中学生　父が気持ち悪い」。タイトルだけ読むと思春期によくあると言われる父娘の距離感のようだが、実際の相談内容は深刻だった。父親は相談者と妹の二の腕や尻を触る「ボディータッチ」を行い、やめてほしいと頼んでも「愛情表現」「（親子で会話するための）話題作り」と言われる。母が注意しても逆ギレして物を投げるし、日曜は朝から酒を飲んでいる……。相談は「これから先、どう向き合っていけばいいかわかりません」と結ばれていた。

　この相談に対し、女性弁護士の回答は「思春期の娘と父親の関係は難しいですね」と始まる。まずは、「お父さんのボディータッチは許されません」「親が子にわいせつな行為をした場合は、児童相談所が調査して（中略）法的な措置をとることができます」と書き、ボディータッチがひどければ母親と一緒に児童相談所へ行くことを勧めている。

　しかし、ツイッター上で議論の的となったのは、ここから先の部分だ。弁護士は「ただ、その前に、お父さんの気持ちも考えてみることはできませんか？」と続け、家族のために朝早くから働いている父は、きっとさみしいのだと推測する。最終的な回答としては「家族全員で、お酒は朝から飲まない、セクハラはしないなど、ルールを話し合ったらいかがですか。法的な救済を求めるのは、それからでも遅くないでしょう」と締めている。

　ツイッター上では、この父親の行為は性的虐待に当たり海外では通報される事案であるという指摘や、「お父さんの気持ちもわかって」という回答が「絶望的」だというコメントもあった。筆者も、ボディータッチが論外であるのはもちろんのこと、父親が話し合いに応じてくれないと訴えている子どもに対して、「ルールを話し合ったら」と勧める回答には違和感があった。注意には逆ギレし、休みの日に朝から酒を飲む父親を話し合いの席につかせることが女子中学生とその母親にできるのだろうか。

　この件と似た騒動は去年の夏にもあった。朝日新聞の悩み相談での、タレント壇蜜の回答だ。同級生から毎日のように「パンツ見せて」「ブラジャー何色？」と聞かれ困っている女子中学生からの相談に対し、壇蜜は「思いきってその手をぎゅっと握り『好きな人にしか見せないし触らせないの。ごめんね』とかすかに微笑んでみてはどうでしょうか」と回答した。

　この回答については批判も多かったが、「さすが壇蜜」という称賛の声も多かった。称賛した人の中には、真っ向から「やめて」と言ってもやめない男には、こういう“手管”を選ぶのがいいのだという意見もあった。なるほど、日本では女子中学生が性加害を受けたとき、水商売風のテクニックを使って回避することが推奨されるらしい。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170401-00010000-wedge-soci
・小島慶子「『JKビジネス』を買春のいい言い訳にするオトナたち」（4月15日・〈AERA〉4月17日号）
　タレントでエッセイストの小島慶子さんが「AERA」で連載する「幸複のススメ！」をお届けします。多くの原稿を抱え、夫と息子たちが住むオーストラリアと、仕事のある日本とを往復する小島さん。日々の暮らしの中から生まれる思いを綴ります。
＊　　＊　　＊
　東京都議会が児童買春の温床になる「JKビジネス」を規制する条例案を可決しました。18歳未満の就労を禁止し、営業には届け出を義務づけるものです。

「女子高生の自己責任ではないのか」「所詮は金目当ての女の子たちじゃないか」と思いますか？

　いいえ、どんな子どもの性も買ってはならないのです。当人が仕事と割り切っていようと、セックスが好きと言おうと、児童買春を正当化する理由にはなりません。

　中には、家庭不和や虐待、貧困などで苦しみ、周囲に信じられる大人がいない子どももいます。

　性に関する知識が乏しく、NOと言えない子も。その弱みに付け込んで、彼女たちを売り買いする大人の存在こそが問題なのです。

「私なら売春なんて絶対にしない。体を売る女性は自業自得では？」と、買い手の男性の言い分に同調する女性も少なくありません。

　しかし、「私は絶対にしない」と言う人も、暴力を振るわれ、経済的に困窮し、あるいは心に傷を受けて自分を粗末に扱ってしまったり、セックスに依存してしまう精神状態になったら、意志の力だけで自分を守れるでしょうか。NOと言えない状況に陥ることもあるのです。

　性産業に従事する女性は不幸だと決めつけるのは差別だという反論もありますが、整った労働環境のもとで納得して従事している人がいる一方で、暴力にさらされ権利を侵されている人もいます。その最も弱い立場に置かれた人のことを忘れてはなりません。

　性欲を満たすために都合よく「みんな好きでやっているのだ」と考えて、法を侵し、魂の殺人に加担してしまうことがあるのです。

　買われる側の自己責任だと言い張り、性的搾取や性暴力を正当化する人たちを、私は許せません。

　性は売り物ではなく、命そのものだからです。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170413-00000030-sasahi-life
・＜放射線教育＞理解、発信　モデル7校指定（河北新報・4月25日）
　福島県教委は本年度、県内7小中学校をモデル校に指定し、地域と連携した放射線教育事業を始める。東京電力福島第1原発事故に伴い避難した児童生徒へのいじめが表面化する中、福島の現状を理解し発信できる子どもを育てる。
　従来の放射線教育に加え、地域住民との交流を重視するのが特徴。避難訓練や防災マップ作りなどで地域と連携する。放射線などの研究・学習拠点として昨年完成した県環境創造センター（三春町）も積極的に活用する。
　指定校は小学校が福島市佐倉、会津若松市行仁、只見町明和の3校、中学校は三春町三春、西郷村西郷一、いわき市江名、富岡町富岡一・二。富岡一・二中は三春町の仮設校舎に移転している。
　各校は25日、事業を推進する運営協議会を県教委や東北大、福島大などと設立する。11月の放射線・防災教育フォーラムで実践例を発表し、県内外の教育関係者との共有を図る。
　県義務教育課は「放射線への考え方は人によって違う。子どもたちが福島の復興を担うときに相手の立場を理解し、自ら判断して行動する力が身に付くようにしたい」と説明する。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170425-00000012-khks-l07
・学力低い・性的興味強い…　「問題生徒リスト」の問題点（朝日新聞・4月25日）
　埼玉県内の中学校が、いじめや非行防止の会議で、素行に問題があるとされる生徒のリストを配った。名前や住所、「特性」、顔写真も記載。保護者から抗議を受け、学校側は謝罪した。ある程度の個人情報がなければ非行防止の取り組みは難しいという声もある。情報はどう扱うべきなのか。

　１月、熊谷市立熊谷東中学校。「いじめ・非行防止ネットワーク会議」で、小学校長やＰＴＡ関係者、自治会長ら１７人に、学校から「地域ぐるみで見守る必要がある生徒」のリストが配られた。１～３年の１３人の名前や住所、「学力が低い」「性的な興味が強い」などとも記され、顔写真も５人分あった。「取扱注意」とあったが、学校は回収せず、１３人が持ち帰った。会議後、リストの存在を知った保護者が抗議。学校は県警熊谷署と市教委に配った分以外のリストを回収した。保護者からはその後「資料がネットに流れている」との抗議もあったが、学校によると、ネットへの情報流出は確認できていないという。

　会議は２０１５年に設けられ、過去に「生徒の名前や顔がわからないと対応できない」と要望があり、初めて個人名が入ったリストを配った。問題発覚後の３月の保護者説明会では「詳細な情報が必要なのか」「プロジェクターで示せば良かった」との声が上がった。西博美校長（当時）は「特性など必要ない部分まで記載し、回収も怠った」と陳謝した。

　学校がこうした場を設けているのは、痛ましい事件を防げなかった過去があるからだ。

　川崎市で１５年、中１の上村遼太さん（当時１３）が年上の少年らに殺害された。事件を検証した市の報告書は「関係部署が相互に連携した十分な対応が図れなかった」と分析。学校と、児童相談所や警察、地域の人々も加わった協議会の活用を再発防止策に挙げた。埼玉県東松山市で昨年８月、アルバイト井上翼さん（当時１６）が死亡し、少年５人が起訴や少年院送致された事件も同様だ。県教委などの検証委員会は「非行が顕著になる前から、学校と関係機関で情報共有すべきだった」と指摘。警察や民生委員らによる定期的な会議の設置推進を提言した。

　連携にあたり、個人情報をどう扱うのか。東松山の事件後、県教委とは別に再発防止策をまとめた東松山市の中村幸一・市教育長は「新設する生徒指導専門職員に個人情報を扱う専門性を持たせ、管理させる」と話していた。

　文部科学省が０４年に各都道府県教委に送った通知では、学外の組織との「日常的な連携の推進が重要」とし、個人情報については事前に扱いに関するルール作りを促した。同省は川崎市の事件後の１５年３月にも、教委を通じて全国の学校に、警察との間での子どもの名前などを含む情報共有や、地域住民や関係機関との連携を求めた。

　ネットワーク会議について詳しい早稲田大学社会安全政策研究所長の石川正興教授（少年法）は、今回の問題について「抽象的な事柄なら問題ないが、詳細な個人情報を共有するなら人選は慎重にすべきだった。顔写真や特性などは、緊急対応が必要なときなど一定の条件に限られるべきだ」と指摘する。「学校も警察も守備範囲は限られている。適切な対応を取るためには『横割り』の組織作りが必要だ」とした上で「原点は子どもの健全育成。学校は共有する情報に十分注意を払い、情報の取り扱いについてもしっかり説明する必要がある」と話す。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170425-00000060-asahi-soci
・大麻「使用経験がある」中学生が１４年ぶり増加（TBS系（JNN）4月27日）
　大麻を使用した経験がある中学生の割合が１４年ぶりに増加したことが厚生労働省の研究班の調査でわかりました。

　国立精神・神経医療研究センターの嶋根卓也室長らの研究班は去年、全国の中学生５万２０００人あまりに薬物乱用の実態を調査しました。その結果、大麻を使用した経験がある中学生の割合は２年前の前回調査に比べて増加し全体の０．３％でした。大麻の使用経験がある中学生の割合が増加するのは１４年ぶりです。

　大麻を使用することによる健康被害などについて知っていると答えた中学生は全体の６割にとどまっていて、研究班は「覚醒剤や危険ドラッグに比べて低く青少年の大麻乱用の拡大に注意が必要」としています。
https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/jnn?a=20170427-00000067-jnn-soci
・母にしてもらった」ダウン症がある子と生きて（4月29日）
「この子のおかげで母にしてもらった」――。ダウン症がある子どもを持つ長谷部真奈見さんは笑顔でそう答えた。8年前、待望の第一子がダウン症と告知されたとき、受け入れられずに一時は自殺も考えたと明かす。ダウン症が起こる割合は1000人に1人とされている。（オルタナS副編集長＝池田 真隆）

長谷部さんは小学3年生になる一人娘を持つ。生まれた当時の胸中については、「受け入れることができず、ショックだった」と話す。以前はアナウンサーの仕事をしていたが、「もう人前に立つこともできないだろう。私の人生はこれで終わった」と思い込んでしまった。9階に住むマンションから心中を考えるほど悩んだ日もあった。

近しい友人には子どもにダウン症があることを知らせずに過ごしていたが、転機は3歳の頃に訪れる。歩く姿勢がぎこちなかったが、ヨガを教えたことで姿勢が良くなった。これを機に、ヨガに本格的に取り組もうと東京渋谷にヨガスタジオを開設した。

長谷部さんはヨガに関わることで心身ともに前向きになっていき、娘との生活をブログやSNSで発信していくことに決めた。ダウン症があることを打ち明け、娘と旅行に行ったときやご飯を食べに行ったときの写真を掲載した。何気ない日常から、弱気になってしまうことまで包み隠さずに発信している。

発信していくことで長谷部さんの視野も広がり、フリーアナウンサーとしての仕事にも影響が出てきた。「これまでは、どこか上から目線で事前に決まっていたことを中心に質問していた。障がい者を取材するときは、生きづらさや当事者が抱える課題についてがメインだった。でも、それはすでにみんなに伝わっていること。伝えないと伝わらないことではない」と言い切る。

一歩踏み込んで、よりリアルな部分を伝えたいと思うようになった。「ダウン症があっても、感情があり、笑ったり泣いたりする。ほとんど健常者と変わらないことを知ってほしい」。

子どもを育て8年が経ったが、「娘が（私を）母にしてくれた」と言う。そして、「もし娘がいなかったら、どれだけ性格が悪くなっていたのか分からない（笑）」と続けた。

長谷部さんは慶応義塾大学法学部を卒業後、外資系金融に務め、アナウンサーとなった。社会に出たばかりの頃は、効率性や利益だけを重要視している性格だったかもしれないという。しかし、娘が生まれたことで、障がいと向き合い、見て見ぬふりをしていた問題に触れた。母としてのキャパシティも広がり、「私は私、子どもは子ども。一人の人として自立した生き方をしてほしい」と期待する。
「思い込みから一歩踏み出して」
ダウン症がある子どもを持つ親が立ち上げたNPO法人アクセプションズ（東京・江東）理事長の古市理代さんは、「障がいが有る無しに関わらず、対等な目線で向き合うことが大切」と指摘する。

古市さんはダウン症がある13歳の息子裕起くんを持つ。ある時、息子の友人から、「裕起くんって障がいがあるんでしょ？」と聞かれると、「ないよ」と返した。「だって、お母さんが言ってたよ？」と子どもが言うと、「じゃあ、障がいって何？考えてみてごらん」と答えた。そう聞かれた子どもは黙り込んでしまい、答えられなかった。

医学的にダウン症は、21番目の染色体が突然変異で1本多くなったことで起きる特性とされている。しかし、古市さんは障がいを理解するために、「医学的な情報を知るだけでは意味がない」と強調する。「一緒に生きることで初めて気付くことが多い」。古市さんは裕起くんの母として、13年間寄り添ってきたが、ダウン症をまだまだ理解しきれていないという。

ダウン症がある子どもを持つ母でさえ障がいを理解することが難しい日本では、欧米に比べてインクルーシブ教育は進んでいない。古市さんはそんな社会を変えていくために2012年、アクセプションズを立ち上げた。

差別や偏見をなくすことを啓発するパレード「バディウォーク」を渋谷で開く。昨年11月のパレードには600人が参加した。

医学の進歩でダウン症の平均寿命は上がった。親が気がかりなのが、亡き後のことだ。古市さんには20歳を迎えた長女がいるが、「あなたはあなたの人生を生きていいんだよ。ママはママがいなくなっても、裕起のことを支えてくれる人が多く出てくる社会にするためにいま活動している。だけど、姉として、裕起の一番の理解者でいてね」と伝える。

障がいがあることで、「不幸」と言われたこともある。だけど、古市さんは、「その思い込みから一歩踏み出せば想像以上にポジティブな社会がある」と力を込める。パレードに対しても、「さらし者にするな」と反対意見をもらったこともあるが、「まず知ってもらわないと意味がない。シュプレヒコールを上げるのではなく、楽しさを伝えて、多くの人を巻き込んでいきたい」と言う。

アクセプションズでは母の日ウィーク（5月8日～14日）に合わせて、フォトグラファー宮本直孝さんと組み、表参道駅で写真展を開く。ダウン症がある子とその母、21組のポートレートを表参道駅コンコースに展示する。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170429-00010001-alterna-soci&p=2

・「同性カップルの里親」はこうやって誕生した。立役者が語った舞台裏（４月３０日）
大阪の同性カップルが「里親」と認定され、子どもを育て始めたーー。そんなニュースがこの4月、全国を駆け巡った。突然、降ってわいたように見える話だが、その背景には、あるNPOの活動があった。LGBTを里親と認めるよう活動してきた一般社団法人「レインボーフォスターケア」の藤めぐみ代表に話を聞いた。【BuzzFeed Japan / 渡辺一樹】
大きな誤解
私は2013年、「同性カップルも里親に」と掲げ、レインボーフォスターケアを立ち上げました。

そのとき、一番多かった反応は、「法律を変えなきゃ無理だよ」「どうせ法改正をするなら、同性婚の実現をめざす方がいい」というものでした。

LGBTが里親として子育てをすることに、おおむね賛成という人たちですら、そうした認識でした。

これは大きな誤解でした。

実は、もともと法律上は、同性カップルも里親になれるんです。

過去に児童虐待をした人はダメとか、養育についての熱意がないとダメといった法令はあります。でも、同性カップルがダメとはどこにも書いていないんですね。

だから私としては、LGBTの里親認定は、現場の意識さえ変われば、すぐにでも実現できると考えました。
あまり知られていなかった「里親」制度
でも、「法改正が必要」という誤解をとくのは、簡単なことではありませんでした。

いくら「法律上は大丈夫ですよ」と説明しても、なかなか信用してもらえない。日本を見渡しても、私の他にそういう活動をしているNPOはありませんでした。そうした議論をしている法律家もいませんでした。

そもそも里親は、日本ではそこまで一般的に知られている制度ではありません。「特別養子縁組」との勘違いも多い。

里親は、18歳になるまでの一定期間だけ、子どもをあずかって育てる制度。特別養子縁組は、生まれたときの親との関係をたち切って、新たな親子関係をつくるもの。かなり違いますよね。

だから里親の要件は、養子縁組よりも緩やかです。シングルファザー、シングルマザー、成人した子と母の組み合わせなど、いろんな里親が子どもを育てています。
変化
それでも、活動を始めると、さまざまな情報が寄せられるようになりました。

里親になろうとした同性カップルからは、「役所に行ったら、『夫婦であることが条件』と断られた」といった声が寄せられました。

中には、差別的な態度で断られたというケースまでありました。

そんな風に言われ、「法律を変えなきゃ無理だな」と諦めている当事者もいました。

こういう状況下で私が考えたのは、「もしかして、自治体側も『法律を変えなきゃダメ』と思い込んでいるのではないか？」ということでした。

厚労省は「家庭的養護の推進」を掲げ、里親を増やそうとしています。差別や思い込みによって、同性カップルが里親になれないのは、大きな機会ロスです。

わたしは「法改正しなくても、運用を変えるだけで里親認定はできると、広く伝えるべきだ」と考えるようになりました。
同性カップルの子育てって？
私の周りには、離婚した後、自分の子どもを同性パートナーと一緒に育てている人もいます。また、女性カップルが、精子提供を受けて出産した子どもを育てているケースもあります。

彼らは、ごくごく普通の子育てをしています。同性カップルだから、子育てが他人と違うわけではありません。ごく普通に、子どもに愛情を持ち、子どもとぶつかり合いながら、子育てをしている。何がどう違うかということもない。

片方に親権がないというような違いはありますが、これは同性カップル側の課題ではなく、早急に解決すべき国の課題です。

私がシアトルで会った女性カップルは、里親として、心に傷を負った子どもたちを何人も育て上げ、地域で尊敬されていました。彼女たちに育てられている子どもと会いましたが、とても安心して暮らしている様子でした。
私はその姿に、深く感銘を受けました。かっこいい人たちだな、こういう人が日本にも増えればいいのに、と思ったんです。

アメリカでは、LGBTの子どもをLGBTが預かるケース、男性を怖がる女の子を女性カップルが預かるケースもあると聞きました。

そうしなければいけない、というわけではなくて、「いろいろな子どもがいるのだから、里親の候補としても、いろいろな大人がいたほうがいい」と確信しました。つまり、子どもの選択肢を増やすべきだと思ったんです。
難解な方程式
では、どうしたらいいのか。法律改正なら、まずは国会議員に働きかけることになります。

しかし、自治体の運用面での問題となると、ブラックボックスです。個々の自治体に聞いてみるまで、何が起こっているかはわかりません。

「断られた事例」を集めて、問題提起をしようとしましたが、なかなかうまくいきませんでした。

こういう時の社会運動はどう進めればいいのか。

悩ましかった。この難解な方程式をどう解くか。
モデルケース
里親事業を行っている自治体は全国に69もあります。すべてに働きかけるのは、手が足りません。

そこで、どこかの自治体に「同性カップルも里親になれます」と、広報してもらえないかと考えました。自治体が呼びかけていれば、当事者も他の自治体も耳を傾けてくれます。

そこで私は、大阪市淀川区に足を運びました。区長がLGBT施策に熱心で、2013年に「LGBT支援宣言」を発表していたからです。

里親制度の管轄は、都道府県（もしくは政令指定都市）ですから、淀川区のみで運用を変えることはできません。それでもLGBT支援に前向きなところに話を聞いてもらえれば、何か突破口が開くかもしれないと考えたのです。
淀川区の本気度
淀川区の「支援宣言」はどこまで本気なのか、一抹の不安もありましたが、それは榊正文区長や職員さんに会ったとたん、吹き飛びました。

榊区長、職員さんは性的マイノリティについて知識があり、問題意識もあった。社会的養護についても勉強されていたので、すぐにわかり合えました。

私が強く要望したのは次のことです。

「LGBTも里親になれると、広報してください。ウェブサイトに一行載せるだけでもいいんです」
大阪市と……2時間の激論
といっても、直接的に里親制度を担うのは、淀川区ではなく大阪市です。次のステップは、大阪市こども相談センター職員との意見交換会でした。淀川区に話をしてから、意見交換会の実現まで、約1年という月日がかかりました。

その場で与えられた時間は、2時間。センター職員とは激論を交わす場面もありました。でも、最後はわかりあえたと感じました。

最後に効いたのは、LGBT当事者、児童養護施設の職員、里親、さまざまな人たちの意見を集約して作った資料だったと思います。

「LGBT当事者を排除することは絶対にありません」

その数週間後、淀川区のLGBT支援事業ニュースレター「虹色ニュース！」2015年9月号で、次のようなセンター側のメッセージが発信されました。

・里親として適任者であれば、差別や偏見でもってLGBT当事者を排除することは絶対にありません。

・わたしたち（こども相談センター）を信用してください！　

・まずは、直接、相談に来てください！

これは「サイトに一行でいい」という、当初の私の要望を大きく上回るものです。

自治体がLGBTの里親に扉を開いた、画期的な瞬間でした。
大阪の男性カップル
その呼びかけに応じたのが、今回報道された男性カップルでした。扉が開いていれば、当事者は手を挙げやすくなります。

大阪市がメッセージを出し、同性カップルが手を挙げ、実際に子どもが預けられた。あらたな「家庭」が生まれた瞬間を目の当たりにして、「運用が変わる」とはこういうことだ、と体感できました。
東京都
ただ、全国的には、大阪のようなケースばかりではありません。現在、東京都には、里親候補から同性カップルを実質的に排除する基準があります。

私は2016年、LGBT当事者と東京都とが開いた意見交換会で、「東京都はなぜ、同性カップルを『里親認定基準』から排除しているのか」と質問しました。残念ながら、そのときの東京都の回答は、淡々と基準を読みあげるだけの、冷たいものでした。

毎日新聞は4月16日、「全国の自治体に調査したところ、東京都だけが同性カップルを実質的に里親に認定しない基準を設けていることが分かった」と報じています。

東京都はこの記事で、毎日新聞の取材に「民法で結婚が認められないなど、まだ社会制度の整備が進んでいない。子どもの受け止め方や成長過程での影響が分からないため、慎重に検討したい」と回答しています。

何度でも言いますが、里親は結婚とは無関係です。里親には、結婚をしていない人もいますし、「親子で里親」という人もいます。東京都は「影響が分からない」と言い放つのではなくて、こうした現状に目を向けて考えてほしい。
報道のインパクト
今回の件については、厚生労働大臣が「ありがたい」と発言しました。今後、自治体の運用は、大きく変わる可能性があります。

何と言っても、今回いちばん良かったのは、多くの人が、社会的養護の下で暮らす子どもに思いを馳せ、新しい家族のあり方について考えたことだと思います。

同性カップル、同性カップルの家族たちが、地域で信頼され、特別視されることなく社会に溶け込み、当たり前に生活を営む日が一歩近づいたように感じています。

最初の重たい扉は開きました。

ただ、これで終わりではありません。

親元で暮らせない子どもたちを取り巻く環境を良くするために、多様な人たちが安心して暮らしていくためには、どんな制度が必要なのか。

次の扉を開くために、あきらめずに、声を上げ続けたいと思います。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170430-00010001-bfj-soci
＊時事通信
・子どもの心ケア、息長く＝被災ショック潜在化－教育現場で取り組み・熊本地震１年（4月13日）
　熊本地震では多くの子どもも被災した。強烈な揺れで心に傷を受け、専門家のケアが必要な児童生徒が今も確認されている。感情を言葉で表現できず、ストレスを蓄積させている子どもが潜在的に多くいるとみられ、教育現場は息の長い取り組みを求められている。
　被害が激しかった地域にある熊本市内の小学校。校長によると、「頭が痛い」など体調不良や、「夜が怖い」「いらいらする」といった不安を訴える児童が保健室を訪れる。発災直後は週２０～３０人、今でも１０人前後いる。続く余震が記憶を呼び戻し、神経質にさせる要因になっているという。
　対応する３０代の女性養護教諭は「リラックスできる雰囲気をつくり、しっかり話を聴くように接している」と話す。爪をかむ、髪を引っ張るなど、日常のしぐさや行動から発せられるサインを見逃すまいと、派遣されたスクールカウンセラー（ＳＣ）と連携し児童を見守っている。
　熊本市教育委員会は、市内の小中学校計１３７校に通う約６万人を対象に、昨年５月から心と体の観察調査を６回実施した。ＳＣによる心のケアが必要と判断されたのは、初回調査で２１４３人。その後減少しているが、調査のたびケアが必要な子どもが新たに見つかり、市教委は問題の根深さを改めて認識した。
　市教委総合支援課の担当者は「気持ちや感情にふたをしたり、我慢したりする子どもが潜在化していることを示しており、２～３年は続く」とみる。専門医によれば、阪神大震災や東日本大震災で被災した子どもの一部には、数年を経て心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）を発症させたケースもあるという。
　県や市は、児童精神科医ら専門家と協力し「心のケア　サポート会議」を昨年８月に発足させた。心のケアの司令塔として、子どもたちの自己回復力を高めるプログラム作成などに当たる。
　それでも、子ども一人一人の個性や遭遇した状況が違うため、学校現場では個々に応じた難しい対応が迫られる。ＳＣ派遣を支援する熊本県臨床心理士会の江崎百美子会長は「心に負った傷は見えない。周囲には息長く支えていく作業が求められる」と話す。　
http://www.jiji.com/jc/article?k=2017041300728&g=keq
＊河北新報
・＜自主避難＞母親の苦悩、感謝　体験記に（4月25日）
　東京電力福島第１原発事故後、避難者支援などに取り組む伊達市のＮＰＯ法人「りょうぜん里山がっこう」は、自主避難を経験した母親の手記を集めた体験記を作った。母子避難の苦悩と、家族や避難先に対する感謝の気持ち、帰還後も拭えない放射線への不安などが率直につづられている。
　タイトルは「避難体験記録　原発事故に揺らぐ自主避難者の想（おも）いと決断」。同法人が伊達市内で運営する帰還者向けの交流施設とつながる１４人が、匿名で手記を寄せた。
　＜「放射能の心配がない当たり前の日常を」と避難を選んだのに、子に父のいない非日常を過ごさせている矛盾に気付いた＞
　長男と福島県外に避難した母親は、避難先に通う夫との別れ際、泣き叫ぶ子の姿に途方に暮れた。
　避難先で新たな出会いに感謝する記載は多い。＜迷いながらも自分で考えて選択し、主体性を持って生きられるようになった＞＜後悔したことは一度もない＞など、複数の母親が避難したことを前向きに捉える。
　帰還は子どもの入園、入学に合わせた例が目立ち、一人は＜考えに考えた末、決断した＞と記した。それでも放射線に対しては＜帰還を決めてからは不安に駆られ、（決断が）本当にこれでいいのか悩んだ＞という。一方、別の一人は＜話を聞いたり勉強会に参加したりして（今は）不安なく暮らせている＞と書いた。
　＜夫がずっと味方でいてくれたからこそ成り立った＞。改めて避難生活を振り返り、家族の絆の大切さを再確認した文章もある。
　体験記は交流施設相談員の半田節彦さん（７５）と避難経験者の母親３人が編集を担当した。半田さんは「体験記を通じて、考えや決断の背景を知り、自主避難者への理解を深めてほしい」と話す。
　Ａ４判で５６ページ。印刷した２００部は県内の自治体や各県の支援団体に配り、希望者には無料提供する。連絡先はＮＰＯ法人「りょうぜん里山がっこう」０８０（３３３９）０６５７。
http://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201704/20170425_63013.html
＊NHKニュース
・同性カップルを「養育里親」に認定 大阪市（4月6日）
さまざまな事情で実の親元で暮らせない子どもを一定期間、預かり育てる「養育里親」に、大阪市が市内に住む男性のカップルを認定したことがわかりました。厚生労働省によりますと、同性のカップルが養育里親に認定されたのは全国で初めてではないかということです。

大阪市によりますと、去年９月、市内に住む３０代と４０代の男性のカップルから、里親制度のうち、養子縁組を結ばずに一定期間、子どもを預かり育てる「養育里親」になりたいという申し出を受けました。

大阪市は２人に対し、児童相談所による調査や制度についての研修を行い、専門家による審議会で審査を行ったうえで、去年１２月、養育里親に認定したということです。認定を受けて、男性カップルはことし２月から１０代の男の子１人を預かり、育てているということです。

大阪市は「養育里親になる要件に、性別に関する規定は大阪市にはなく、今回のケースは『里親の認定要件を満たしていて、里親として適切である』という審議会の答申を受けて認定を決めた」と話しています。

厚生労働省によりますと、同性のカップルが養育里親に認定されたのは全国で初めてではないかということです。

＊東洋経済オンライン
・5歳児を衰弱死させた父親の絶望的な｢孤立｣（4月12日）
｢助けを求めることを知らない｣親たち
2014年に神奈川県厚木市内のアパートで、幼い男の子の白骨遺体が発見された。父親が一審では懲役19年の殺人罪に問われたが、今年1月の二審判決ではその原判決が全部破棄され、懲役12年の「保護責任者遺棄致死罪」となった。
いったいこの事件で何が起きていたのか。児童虐待の問題にも詳しいジャーナリストの杉山春氏が迫ります。
 
2014年5月、神奈川県厚木市のアパートで幼い男の子の白骨化した遺体が発見された。亡くなったR君は当時5歳。人が多く住む住宅地の中、ゴミであふれかえった一室に、遺体は7年も放置され、誰も気づかなかった。当時、新聞をはじめ多くのメディアがその事件をセンセーショナルに報じた。
R君はトラック運転手であるSと2人で暮らしていた。母親が家出した後、電気、ガス、水道が止まった。その部屋の扉に粘着テープを貼り、R君を閉じ込めた状態で、Sは日々仕事に出掛けた。
2人の生活が2年を過ぎた頃、R君はひっそりと亡くなった。メディアはSがいかに「残虐な父」であるかを競うように強調して書いた。前回記事でも書いたとおり、検察もそのストーリーに沿って裁判を進めようとした。
R君の失われた命は戻らない。しかし筆者は1審、2審の裁判を傍聴し、拘置所で父親のSとの面会、手紙のやり取りを続けるなかで、「残虐な父」というストーリーだけでこの事件を語れるのかと、違和感を持った。そして社会にSOSを出せない家族が、ここまでの孤立を抱え込むのかということを感じた。
「大阪二児置き去り死事件」との相違
この事件と少々似た事件がある。2010年の夏、大阪市西区で23歳の風俗店に勤務する母親が3歳の女の子と1歳半の子を50日間、風俗店の寮である単身者向けマンションに置き去りにし、亡くした。この事件を筆者は『ルポ 虐待: 大阪二児置き去り死事件』にまとめている。
この母親も、子どもを部屋に閉じ込めて、外側から粘着テープで扉を留めた。寮に戻らなかった50日間、男性の家を転々とした。
ただこの時期のこの母親とSの子育てには大きな違いがある。この母親は子どもたちと家に住んでおらず、ゴミに埋もれた部屋には幼い子ども2人だけが暮らしていた。深夜2時に部屋のインターホンからは、「ママー、ママー」という幼い女の子の声が漏れた。
だが、その後ろには子どもをなだめる大人の声がしない。そのことに不安を感じた住民が、虐待ホットラインに匿名で3回電話をしている。この通告は生きず、児童相談所は母子を助けることができなかったのだが、誰にも気づかれなかったわけではなかった。
誰も気付かなかった、父子の極限の生活
一方のSの事件。Sは、この家の雨戸を閉めきり、電気、ガス、水道が止まった状態ではあったが、R君と一緒に少なくとも2年間、暮らした。食事はコンビニで買ったおにぎりとパン、500ミリリットルのペットボトルに入った飲み物。それを出勤の日は1日2回、休みの日は3回与え、その傍らで自分も食事をし、酒を飲んだ。
言葉の乏しい息子と一緒に紙をちぎって、ひらひら舞い落ちる感覚を楽しんで遊んだ形跡も残っていた。そこは父子の生活の場だった。
それにもかかわらず、父子が生活した2年間、子どもの声を聞いたという証言はない。その後も7年4カ月もの間、事件は発覚しなかった。
子どもがこの家で育っていた当時、近所に住んでいた女性に話を聞くことができたが、彼女は次のように語った。
「雨戸が閉まりっぱなしの家から、時折、カタカタという音はして、小動物を飼っているのかと思っていた。だが、子どもの声や泣き声はしなかった」
少し離れた家に住む住民は、ここに幼い子どもが住んでいたことさえ知らなかったと言った。「お腹を空かせていたなら、ご飯を食べさせてあげたのに」とその死を悼んでいた。
R君は1度だけ、公的機関につながったことがある。3歳だった2004年10月上旬、半袖のTシャツに紙おむつ姿で早朝4時半に家の近くを1人で歩いていて、警察経由で児童相談所に保護されている。この時、体が汚れ、意味のある言葉を話すことができなかったと、児童相談所の記録にある。だが、虐待ではなく迷子と区分され、迎えに来た母親に返された。
母親は反省しており、児童相談所による家庭訪問を受け入れたという。だが、その日のうちに、買い物に行くと言って家を出て、そのまま戻らなかった。
虐待であれば、児童虐待防止法を受けて、児童相談所はR君の安否を確認し、家庭に踏み込むことができる。だが、児童相談所は虐待ではなく、迷子と判断した。さらにその1カ月後。厚木市が行った3歳6カ月検診をR君は受診しなかった。県の機関である児童相談所と厚木市に情報の共有はなく、危機を察知する人がいなかったのだ。R君を救い出す機会は、そうして失われた。
Sは徹底的に、自分の子育てを社会から隠していた。仕事先、自身の実家、妻の実家、そしてSの新しい交際相手も、ここでSがたった1人で子どもを育てていることに気がつかなかった。
「普通の大人なら、人に助けを求めるだろう」と思うだろうか。Sはそうしなかった。そして、精神保健の分野では援助希求行動がないことは、自傷行動だとされる。
父親であるSは、いくつかのハンディキャップを抱えていた。大きくは4つある。
ひとつは、知的なハンディキャップ。2つ目は、精神疾患のある母親の下で育った生い立ち。3つ目はシングルファザーであったこと。4つ目は妻も実家との関係がよくなかったことだ。
Sのハンディキャップに従って事件を読み解くと、法廷で奇異にとらえられたSの証言にも、理解できる部分が出てくる。ここでは知的なハンディキャップと、彼の生い立ちについて取り上げてみる。
40年近く、軽度知的障害のある人たちの支援にかかわってきた田口道子さん（性搾取問題と取り組む会事務局）は、知的なハンディキャップのある人たちは、ない人たちとは「異なる文化」を持っていると言う。
「こうした人たちは、1つのことをコツコツ積み重ねていくことは得意です。その一方で、抽象的な思考や見通しを持つことが苦手で、時系列で説明することも苦手です」
日常の会話の中で、彼らのハンディキャップを感じることはまずない。だが、しばらく話をするうちに違和感を感じてくる。
父親は、会社では高い評価を得ていた
Sは、法廷で裁判官に「小学校への入学をどう考えていたのか」と問われて「気になったが深く考えなかった」と答えている。その答えは無責任な父親という印象を与えた。だが、彼は将来の見通しを考えにくい特質を持っていたと考えれば合点がいく。
Sは、R君と2人だけで暮らし始めた当初、スズキのワゴンRを所有しており、休みの日には、R君を乗せて少し離れた公園に出掛けている。だが、車が壊れてからは、公園には行かなかったという。裁判で、いつ壊れたのかと聞かれて、答えられなかった。だが、これも時系列が語れないという知的なハンディキャップから起きたことかもしれない。
一方、遅刻や早退、欠勤なく働き続けたのは、ルーチンワークをコツコツ積み重ねる力が前面に出たためだともいえる。これは、彼の会社での評価の高さにつながった。あるいは、会社側に自分の窮状を話して、自分の状況を改善させることができなかったのは、見方によっては、周囲にノーという力が弱かったからだとも言える。
前出の田口さんによると、精神遅滞と呼ばれる人たちは数字上では2.2パーセントおり、日本には270万人以上いる計算になる。だが、そのうち、障害を認めて、障害手帳を取得している人たちは約74万人だという。
「多くの、特に軽度の知的ハンディキャップのある人たちは、配慮されずに育っています。多くの人が、お前はダメだと言われ、しかられながら生きてきた。大人になって自己肯定感が低い人になり、自分はダメだと思ってしまいます。助けを求めるものだとも思っていない。困ったときに助けを求められず、困難に巻き込まれていくことになってしまうのだと思います」
さらに、そうした特性から、取り調べの時、誘導されやすいなどの特徴もあるという。
精神疾患がある母親に育てられた過去
Sの2つ目のハンディハンディキャップは、精神疾患がある母親に育てられたことだ。12歳のときに、母親が統合失調症を発症した。ろうそくを家の中に立てて、その周りをぐるぐる回ったり、その火が着衣に燃え移り、全身やけどをするというエピソードを持っている。また、母親が家の外に出て行って叫び声を上げるということがあった。裁判のなかでSは次のように述べている。
「母の発症がショックで、嫌なことは日々忘れるようにしていた。親に甘えた記憶はないです。悩みを相談したこともない」
どう対処していいかわからないほどの困難に出合ったとき、考えないようにしてやり過ごすというのがSの身の処し方だった。
Sの心理鑑定をした、山梨県立大学の西澤哲教授は裁判で「極めて強い受動的な対処方式があった」と語った。
「Sさんは、極めて強い受動的対処法がある。問題が起こったら、解決に向けて何かしていくのではなく、与えられた環境をただ受け入れていく。それが非常に強い感じがします。
彼のお父さんは三交代で働く仕事をしていて、家族との交流がない。その中でお母さんに精神疾患の発症があった。お母さんのことは誰にも相談したことがないという。お母さんが外で大きな声を出しているのを、自身で家の中に引きずり込んだこともあった。そうしたことが、彼の受動的な対処様式を作り上げたのではないかと思います」
Sは私への手紙では次のように書いている。
「お母さんが病気になった時は（略）誰にも知られたくありませんでした。特に同級生には知られたくなかったです（略）。（家族から）病気の事を人に言ってはいけないと言われていませんが、家中がなんだかそういう雰囲気でした。時々自分のことがどうでもいい気持ちになる時があります。今でもそうなる時があります。（略）お母さんが家の外に出て声を出して、お父さんが家に引き戻す（略）事はありました。（略）一緒に手伝ったこともありました」
筆者は拘置所でSに面会したとき、幼い時、1日に3度食事をとっていたかと尋ねた。すると、記憶がないと言った。「お母さんが病気になって、おばあちゃんが家に入ってきてからは3度ご飯を食べていました」という。
母親が発症したのはSが12歳のときだが、その前、長期間、母親は状態の悪い時期があったはずだ。Sは、12歳以前の母親についての記憶もあまりもっていない。
子ども時代の記憶がないことが意味すること
Sにとって、子ども時代の記憶がないということは、その時代の子育てのモデルをもたないということだ。
3歳の子どもに与えるものが、1日に2回のコンビニのおにぎりとパン、500ミリリットルの飲み物という行動も、子育てモデルがないからだという分析をすることができる。
精神障害のある親の元で育つ子どもの支援にかかわってきた鈴鹿医療科学大学看護学部の土田幸子准教授はこうした子どもたちの中に、子どもの頃を思い出せない人たちは多くいると言った。
「子育てモデルがないので、子育てに強い不安を抱える人たちがいます。『育て方がわからない』と相談して、『難しく考えることはないのよ。自分が育てられたように育てればいいのよ』と言われると、それ以上尋ねることができなくなる人たちがいます」
土田は、親が心の病を患う中で育った子どもたちは、虐待を受けた子どもたちとおなじような特質を持つ場合があるという。
「周囲が親を否定的に見れば、自分自身のことも否定的に考えるからです」
1審の法廷では、Sが2014年5月30日に逮捕された当時の取り調べのビデオ録画が流された。傍聴席には音声のみだったが、警察官の「あなたも自分の4歳、5歳の時のことを思い出してもらえればわかると思うのだけれど、生活などできないだろうし、ご飯だって作れないだろうし。その責任があったことはわかっているんですね」という問いかけが最初だった。
「ええまあ」などと、Sは話を合わせるような受け答えをしている。警察官は、Sが3度の食事を食べさせてもらった記憶がないとは意識していなかっただろう。問いが発せられ、言葉に詰まるSにヒントを出し、取り調べる側の思考の範囲の物語が作られていった。
さらにSにはあと2つのハンディキャップがあった。それも父子の生活を深刻なものにした。それについては、次回の記事で取り上げていく。
http://toyokeizai.net/articles/-/165996
